
公益財団法人下関海洋科学アカデミー定款 
 
 
 

   第１章 総則  
 
（名称）                           
第１条 この法人は、公益財団法人下関海洋科学アカデミーと称する。  
 
（事務所）                          

第２条 この法人は、主たる事務所を山口県下関市あるかぽーと６番１号に置く。  
 
 
   第２章 目的及び事業 
 
（目的）                           

第３条 この法人は、下関市立しものせき水族館を主体として、下関市あるかぽーと
を中心としたウォーターフロント地区の観光・レクリエーション事業の振興を図り、
併せて水生生物の保護、保全、愛護思想の普及開発に努め、もって地域の活性化と
住民の福祉の増進に寄与することを目的とする。  

 
（事業）                           

第４条 この法人は、前条の目的を達成するために、次の事業を行う。  
（１）下関市立しものせき水族館の管理運営事業 
（２）水生生物及び社会教育に関する調査研究  
（３）水生生物の保護及び保全に関する調査研究及び普及啓発  
（４）水生生物の収集、飼育及び展示  
（５）広報宣伝、観光客誘致、その他観光・レクリエーション事業の振興に関す  
る事業  

（６）観光資源の開発及び観光事業関係団体等との連携  
（７）前各号の事業に関連する収益事業  
（８）その他この法人の目的を達成するために必要な事業  
 
 

   第３章 資産及び会計 
 
（資産の種別）                       
第５条 この法人の資産は、基本財産及びその他の財産の２種類とする。 
２ 基本財産は、この法人の目的である事業を行うために不可欠な財産として理事会
で定めたものとする。 

３ その他の財産は、基本財産以外の財産とする。 
 
（基本財産の維持及び処分） 
第６条 基本財産は、この法人の目的を達成するために善良な管理者の注意をもって
管理しなければならず、基本財産の一部を処分しようとするとき及び基本財産から
除外しようとするときは、あらかじめ理事会及び評議員会の承認を要する。  

 
（事業年度）                   
第７条 この法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 
 
（事業計画及び収支予算）           
第８条 この法人の事業計画書、収支予算書並びに資金調達及び設備投資の見込みを
記載した書類については、毎事業年度開始の日の前日までに、理事長が作成し、理
事会の承認を受けなければならない。これを変更する場合も、同様とする。 

２ 前項の書類については、主たる事務所に、当該事業年度が終了するまでの間備え



置き、一般の閲覧に供するものとする。 
 
（事業報告及び決算）            

第９条 この法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、理事長が次の
書類を作成し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を受けなければならない。 

（１）事業報告 
（２）事業報告の附属明細書 
（３）貸借対照表 
（４）損益計算書（正味財産増減計算書） 
（５）貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の附属明細書 
（６）財産目録 
（７）キャッシュ・フロー計算書 
２ 前項の承認を受けた書類のうち、第１号、第３号、第４号、第６号及び第７号の
書類については、定時評議員会に提出し、第１号の書類についてはその内容を報告
し、その他の書類については、承認を受けなければならない。 

３ 第１項の書類のほか、次の書類を主たる事務所に５年間備え置き、一般の閲覧に
供するとともに、定款を主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供するものとする。 

（１）監査報告 
（２）理事及び監事並びに評議員の名簿 
（３）理事及び監事並びに評議員の報酬等の支給の基準を記載した書類 
（４）運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに関する数値のうち重要なもの
を記載した書類  

 
（公益目的取得財産残額の算定）                
第１０条 理事長は、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行規則第４
８条の規定に基づき、毎事業年度、当該事業年度の末日における公益目的取得財産残額
を算定し、前条第３項第４号の書類に記載するものとする。 

 
 
   第４章 評議員 
 
（評議員の定数）                
第１１条 この法人に評議員１５名以上２０名以内を置く。 
 
（評議員の選任及び解任）            
第１２条 評議員の選任及び解任は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第
１７９条から第１９５条の規定に従い、評議員会において行う。 

２ 評議員を選任する場合には、次の各号の要件をいずれも満たさなければならない。 
（１）各評議員について、次のイからへに該当する評議員の合計数が評議員の総数の
３分の１を超えないものであること。 
イ 当該評議員及びその配偶者又は３親等内の親族 
ロ 当該評議員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある

  者 
ハ 当該評議員の使用人 
ニ ロ又はハに掲げる者以外の者であって、当該評議員から受ける金銭その他の財
産によって生計を維持しているもの 

ホ ハ又はニに掲げる者の配偶者 
へ ロからニまでに掲げる者の３親等内の親族であって、これらの者と生計を一に
するもの 

（２）他の同一の団体（公益法人を除く。）の次のイからニに該当する評議員の合計
数が評議員の総数の３分の１を超えないものであること。 
イ 理事 
ロ 使用人 
ハ 当該他の同一の団体の理事以外の役員（法人でない団体で代表者又は管理人の
定めのあるものにあっては、その代表者又は管理人）又は業務を執行する社員で



ある者 
ニ 次に掲げる団体においてその職員（国会議員及び地方公共団体の議会の議員を
除く。）である者 
① 国の機関 
② 地方公共団体 
③ 独立行政法人通則法第２条第１項に規定する独立行政法人 
④ 国立大学法人法第２条第１項に規定する国立大学法人又は同条第３項に規
定する大学共同利用機関法人 

⑤ 地方独立行政法人法第２条第１項に規定する地方独立行政法人 
⑥ 特殊法人（特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人であっ
て、総務省設置法第４条第１５号の規定の適用を受けるものをいう。）又は認
可法人（特別の法律により設立され、かつ、その設立に関し行政官庁の認可を
要する法人をいう。） 

 
（評議員の任期）                   

第１３条 評議員の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに
関する定時評議員会の終結の時までとする。  

２ 任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、退任し
た評議員の任期の満了する時までとする。 

３ 評議員は、第１１条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任に
より退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお評議員としての権利
義務を有する。 

 
（評議員の報酬等）                   
第１４条 評議員に対して、各年度の総額が１，０００，０００円を超えない範囲で、
評議員会において別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を、報酬とし
て支給することができる。 

２ 評議員には、その職務を行うために要する費用を支給することができる。 
３ 前２項に関し必要な事項は、評議員会において別に定める。 
 
 
   第５章 評議員会 
 
（構成）                       
第１５条 評議員会は、すべての評議員をもって構成する。 
 
（権限）                           
第１６条 評議員会は、次の事項について決議する。 
（１）理事及び監事の選任又は解任 

（２）理事及び監事の報酬等の額 
（３）評議員に対する報酬等の支給の基準 
（４）貸借対照表、損益計算書（正味財産増減計算書）、財産目録及びキャッシュ・フロ
ー計算書の承認 

（５）定款の変更 
（６）残余財産の処分 

（７）基本財産の処分又は除外の承認 
（８）その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項 
 
（開催）                     
第１７条 評議員会は、定時評議員会として年１回、毎事業年度終了後３ヶ月以内に
開催するほか、必要がある場合に開催する。 

 
（招集）                       
第１８条 評議員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき
理事長が招集する。 



２ 評議員は、理事長に対し、評議員会の目的である事項及び招集の理由を示して、
評議員会の招集を請求することができる。 

 
（議長） 
第１９条 評議員会の議長は、評議員の互選による。 
 
（決議）                      
第２０条 評議員会の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く評
議員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は、決議について特別の利害関係を有する評
議員を除く評議員の３分の２以上に当たる多数をもって行わなければならない。 

（１）監事の解任 
（２）評議員に対する報酬等の支給の基準 
（３）定款の変更 
（４）基本財産の処分又は除外の承認 
（５）その他法令で定められた事項 
３ 理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、各候補者ごとに第１項の決
議を行わなければならない。理事又は監事の候補者の合計数が第２２条に定める定
数を上回る場合には、過半数の賛成を得た候補者の中から得票数の多い順に定数の
枠に達するまでの者を選任することとする。 

 
（議事録）                     
第２１条 評議員会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成す
る。 

２ 議長及び会議に出席した評議員のうちから選出された議事録署名人２名は、前項
の議事録に記名押印する。 

 
 
   第６章 役員 
 
（役員の設置）                 
第２２条 この法人に、次の役員を置く。 
（１）理事  １０名以上１５名以内  

（２）監事  ３名以内 
２ 理事のうち１名を理事長、１名を専務理事とし、２名以内を常務理事とすることがで
きる。 

３ 前項の理事長をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律上の代表理事とし、
専務理事及び常務理事をもって同法第１９７条において準用する同法第９１条第１項第
２号の業務執行理事とする。 

 
（役員の選任）                    
第２３条 理事及び監事は、評議員会の決議によって選任する。 
２ 理事長、専務理事及び常務理事は、理事会の決議によって理事の中から選定する。 
３ 各理事について、当該理事及びその配偶者又は３親等内の親族その他法令で定める特
別の関係がある者である理事の合計数が、理事の総数の３分の１を超えてはならない。
監事についても、同様とする。 

４ 他の同一の団体（公益法人を除く。）の理事又は使用人である者その他これに準ずる
相互に密接な関係にあるものとして法令で定める者である理事の合計数は、理事の総数
の３分の１を超えてはならない。監事についても、同様とする。 

 
（理事の職務及び権限）              
第２４条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、職務
を執行する。 

２ 理事長は、法令及びこの定款で定めるところにより、この法人を代表し、その業
務を執行し、専務理事及び常務理事は、理事会において別に定めるところにより、



この法人の業務を分担執行する。 
３ 理事長、専務理事及び常務理事は、毎事業年度に４箇月を超える間隔で２回以上、
自己の職務の執行の状況を理事会に報告しなければならない。 

 
（監事の職務及び権限）                 
第２５条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報
告を作成する。 

２ 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、この法人の業務
及び財産の状況の調査をすることができる。 

 
（役員の任期） 
第２６条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関
する定時評議員会の終結の時までとする。 

２ 監事の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定
時評議員会の終結の時までとする。  

３ 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時までと
する。  

４ 理事又は監事は、第２２条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は
辞任により退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお理事又は監事
としての権利義務を有する。  

 

(役員の解任）                     
第２７条 理事又は監事が、次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によっ
て解任することができる。 

（１）職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。  
（２）心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。  
 

（役員の報酬等）                     
第２８条 理事及び監事に対して、評議員会において別に定める総額の範囲内で、評
議員会において別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を報酬として
支給することができる。 

２ 理事及び監事には、その職務を行うために要する費用を支給することができる。 
３ 前２項に関し必要な事項は、評議員会において別に定める。  

 
（顧問）  
第２９条 この法人に、任意の機関として、１名の顧問を置くことができる。 
２ 顧問は、次の職務を行う。 
（１）理事長の相談に応じること。 
（２）理事会から諮問された事項について参考意見を述べること。 

３ 顧問の選任及び解任は、理事会において決議する。 
４ 顧問の報酬は、無償とする。ただし、その職務を行うために要する費用を支給するこ
とができる。 

 
 
   第７章 理事会 
 
（構成）                        
第３０条 理事会は、すべての理事をもって構成する。 
 
（権限）                    
第３１条 理事会は、次の職務を行う。 
（１）この法人の業務執行の決定 
（２）理事の職務の執行の監督 
（３）理事長、専務理事及び常務理事の選定及び解職  
 



（招集）                     
第３２条 理事会は、理事長が招集する。 
２ 理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときは、各理事が理事会を招集する。 

 
（議長） 
第３３条 理事会の議長は、理事長がこれに当たる。 
 
（決議）               
第３４条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の
過半数が出席し、その過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第１９７条に
おいて準用する同法第９６条の要件を満たしたときは、理事会の決議があったものとみ
なす。 

 
（報告の省略） 
第３５条 理事又は監事が理事及び監事の全員に対して理事会に報告すべき事項を通知し
たときは、当該事項を理事会へ報告することを要しない。 

２ 前項の規定は、第２４条第３項の規定による報告については、適用しない。 
 
（議事録）          
第３６条 理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。 
２ 出席した理事長及び監事は、前項の議事録に記名押印する。  
 
 

第８章 事務局 
 
（設置等）  

第３７条 この法人の事務を処理するため、事務局を置く。  
２ 事務局には、所要の職員を置く。  
３ 重要な職員は、理事長が理事会の承認を得て任免する。 
４ 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、理事会の決議を経て、理事長が定め
る。 

 

 
   第９章 定款の変更及び解散 
     
（定款の変更）         
第３８条 この定款は、評議員会の決議によって変更することができる。 
２ 前項の規定は、この定款の第３条、第４条及び第１２条についても適用する。  

 
（解散）            
第３９条 この法人は、基本財産の滅失によるこの法人の目的である事業の成功の不
能その他法令で定められた事由によって解散する。 

 
（公益認定の取消し等に伴う贈与） 

第４０条 この法人が公益認定の取消しの処分を受けた場合又は合併により法人が消滅す
る場合（その権利義務を承継する法人が公益法人であるときを除く。）には、評議員会
の決議を経て、公益目的取得財産残額に相当する額の財産を、当該公益認定の取消しの
日又は当該合併の日から１箇月以内に、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関す
る法律第５条第１７号に掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。 

 

（残余財産の帰属）                       
第４１条 この法人が清算をする場合において有する残余財産は、評議員会の決議を経て、
公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第５条第１７号に掲げる法人又は
国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。 



 
 
   第１０章 公告の方法 

 
（公告の方法） 
第４２条 この法人の公告は、電子公告により行う。 
２ 事故その他やむを得ない事由によって前項の電子公告をすることができない場合は、
官報に掲載する方法による。 
 

附 則 

１ この定款は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益

財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第１０６条

第１項に定める公益法人の設立の登記の日から施行する。 

 

２ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認

定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第１０６条第１項に定め

る特例民法法人の解散の登記と、公益法人の設立の登記を行ったときは、第７条の規定

にかかわらず、解散の登記の日の前日を事業年度の末日とし、設立の登記の日を事業年

度の開始日とする。 

 

３ この法人の最初の理事長は中尾友昭、最初の専務理事は石橋敏章、最初の常務理事は

原田伴博とする。 

 

４ この法人の最初の評議員は、次に掲げる者とする。 

松村 久 

中嶋 豪 

古田 巧 

大西 春菜 

今津 時宏 

林 俊作 

淀江 哲也 

田中 傳 

中村 成志 

田渕 清隆 

吉田 茂人 

田中 渉 

石藏 康宏 

西川 ひとみ 

蜷尾 定夫 

福田 睦久 

 

附 則 

１ 変更後の定款は平成２７年３月３０日から施行する。 
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平成26年度事業報告書

~戒26年4月 l 日から司王成 27年3 月 31 日まで

1.事業概要

当公益財団は指定管理者として下関市より下関市立しものせき水蹴官「海響館jの管理運営事業を受託し、

自然と人との共存を実感できる観光・レクリエーション・学習施設として、地均貯士会への貢献に努めるとと

もに、 「市民力t誇れる水族館、やさしい水搬官Jを目指し、環境生態、生物多様性について教育的配慮の

もと感動と楽しさを伴った展潤舌動を行いました。平成26年度は昨年度に引き続き、フグ目魚類100種以

上の展示を維持し、海響館の展示スタイノレとする生き様展示において日本初となる「テッポウウオがアリを

撃つ」と題する摂餌生態を展示開始することができました。ペンギン類やイルカ類における飼育下繁殖に努

めた結果、フンボルトペンギンやキングペンギン、ジェンツーベンキ、ンの他に海響議官初となるイワトビペン

ギンの自然繁殖ならびにスナメリ l個体の自然拙辰に成功いたしました。

ペンギン村5周年を迎えることからペンギン会議全国大会開催を下関に誘致することができました。また

3月1日からベンギ〉件ナ5周年各種イベントを実施し、多くのお客様からお祝や励ましのメ yセージを頂戴

しました。

公益事業では、特別企画展「アブナリウムー危険生物から回避せよ 1ーJやベンギ〉付オープン5周年記

念特別企画展「ペンギンウォyチング~カワイイのその先へ~J を開催し好評を博しました。ハロウィンや

クリスマス等季節感を盛り込んだイベントや恒例の「海響あーとコンテストjをはじめ、下関市内の小学生

限定のイベント「海響館をめぐるクイズラリー」や下関市、~t1L州市の保育園・幼稚園児を対象にしたイベ

ント fかいてみようチャンヒ。オン大会Jを開催しました。その結果、平成26年8月3日には累計-}Ij官者数

1，000万人を達成し、平成26年度入館者数は 652，413人(前年度対比 94.6%、目標対比 100.3%) となり

ました。また、樹子口コミサイト「トリップアドバイザーjより優秀な施設として r2014年エクセレンス

認証Jを受けまし丸

海響館サポーターズクラブはl万人の会員数をt樹守することができました。年度合計では、ライムサボー

ター 1，808名、オレンジサポーター 1，089名、ブノレーサポーター 6，386名、レッドサポーター 2社、ゴー

ルドサポータ-8名の新規・更新会員を樹尋し、会員は合計 10，893名、賛助金収入は 21，898，900円(前年

度対比入会者:95.6%、賛助金: 94.9%)となりました。

2.事業内容

(1)下関市立しものせき水闘官「海響館Jの管理運営業務の受託

下関市立しものせき水族館の管理運営に関する基本協定に基づく年度協定、並びに地方自治法施行令

第158条第l項及び下関市会計規則第35条の規定による下関市立しものせき水蹴官使用料徴収事務委

託契約に基づき、業務を歯守した。

(2)水生生物及び佐会教育に関する調査研究

①飼育中の両生類、魚類、無明信動物の内、 20魯こついて繁殖に取り組み調査研究を行ったo

②奄美大島周辺海域にてアマミホシゾラフグ、の採卵を行い、野化飼育実験を行った。

③社会教育活動に関する調査研究としては、姫路水脚官で開催された水族館・教育事業ー参加型朝彦会

(ワークショッフワに参加し、情報収集を実施した。

④鰯努新究室にて紙額に関する調査研究活動ならびに教育普及活動を実施し、下関紙類研究室報告第

2号を発行した他門出前講座3件ならびに各種団体の主催する催事での講義、講演、サマースクール得
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20件にも対応している。

(3)水生生物の保護及捌呆全に関する調査研究及び普及啓発

①瀬戸内幡西方海域スナメリ協議会の活動に参加し、スナメリの繁殖に関する研究として飼育下ス

ナメリの性ホルモン濃度の測定等を継続している。研究成果については、刊行書籍への投稿を行った

他、 11牛の論文投稿手続きを進めている。また、水産庁にスナメリの飼育誤験研究進捗胤兄線告書を

提出することにした。

②混獲されたスナメリ1件 (1種 l現に対応し沖合にて放獣した。また、漂着等した死亡鰯額制牛

(スナメリ25頭、カマイルカ1頭)にも対応し、解剖等により得られたサンデルを所定の研究機関に

送付した。なお、ストランディングに関する調査結果を日本セトロジー研究会第25回大会にてポスタ

ー発表した。

③ホエールボランティアの活動としてワークショップを開催した他、海岸でのスナメリ定点観測や

観察会、活動報告会等を実施し、ホームベージ上で会報やストランディング情報を発信じた。

④下関周辺でのウミガメの情報収集及び産卵調査では、漂着 3件(2種、 3頭)の情報を入手した。

⑤周防大島沖に群生するニホンアワサンゴの生息域外保全に向けての取り組みとして、現地にて採

取した本穏のプラヌラを用いた飼育実験を実施した。

⑥講演会として、村山司氏(東海大学教授)による「ことばをおぼえたシロイノレカーイルカの知能

と言語ーjを開催し、好評であった。

⑦館外での観察会として、 「神田川の生き物観察会jを開催した。

③チリ国立サンチアゴ・メトロポリタン公園付属動物園のフンボルトペンギンプロジェクトに協力

する一方、ペンギン村5周年に伴い、同園長らを招鴨し「フンボルトペンギンの保全に関する意見交

換会」を開催した品

(4) -1 水生生物の収集及ひ繁殖

①特に山口県日本糊則よりアンコウ、マジボウ、ヤリマンボウを収集・輸送し、飼育することが

できた。

② フグ目魚類では、シルバートリポッドフィッシュ、モーリシャストリガ一、ヤセハリセンボン

を初版入した結果、これまでの取り扱い魚種は 10科205種となった。

③ シッポウフグ属やモヨウフグ属、ハリセンボン属、淡水フグ類等の繁殖を進め、アマミホシゾラ

フグ等 3種の日降化に成功した。

④ フンボノレトペンギンについては、血統管理の下、繁殖による個体数の樹続行う一方、校側踏

を目的とした人工育雛を行った。ジェンツーペンギン 3羽が巣立った他、イワトピペンギン及びキン

グペンギン各VJ~の繁殖に成功した。

⑤ フンボルトペンギンの精液採取及び保存実験、人工授精実験を実施した。

⑤神戸大学大朝涜楠准教授の協力の下、バンド、ウイルカの封防H時期調査を進めでいる。

⑦魚類等展示生物の収集、購入は26年度合計で 395種 60，925点(内イワジ類 53，000点を含む)と

なり、 3月末時点での飼育数は 513種 44，889点となった。

(4)ー2 水生生物の飼育及び展示

① イワシ類の約5万尾の君捌く展示を開始、紺守した。

② アクティブなペンギンの行動展示である「ペンギン大編隊」のイベントを継続したほか、日本初

の展示手法となる「テッポウウオがアリを撃つjを開始じた。
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③ フグ、目魚類の100種常設展示を維卦亮しコクテンハギ、シルバートリポッドフィッシュ、ハーフム

ーンピカソトリガー、モーリシャストリガーを初展示した他、ズームアップ・フグの不思議のテー

マを「食文化jから「フグのあれこれ」に変更した。

④話題性のある生物として豊後水道で漁獲されたトラフザメの飼育展示を行った。

⑤ ニホンアワサンゴやクラゲ類等車ilJ胞動物の飼育を推進し、館内繁殖に成功したユウレイクラゲを

展示した。

⑥ クラゲ飼育展示に関する技術珊!彦を、鶴岡市立加茂水族館ならびに新工ノ島水胸部こて各 4日間

それぞれ 1名が実施した。

⑦参加型展示として「さかなのエサやり体動や fバックヤード、であった治機の観察会Jを実施し

た他、飼育員による給餌解説等を縦続した。

③イルカとアシカの共演ショーは「ディープアニマルjをテーマに展開し、夏期には、ウォーター

パフォーマンス及びスプラッシュシャワー演出を追加したサマーノfージョンで実施した。なお、 3月

からはテーマ変更を行い、 「ディーフ7ニマ/レIIJとした。また、夜の水族館ではそれぞれ昼間とは

異なった内容で実施した。

⑨ イノレカとアシカの共演ショーにて新たなピヘイピアの開発に取り組み、 「イルカの動きに反応

しアシカが行動を起こすJピヘイピアを公開した。

⑬ 「夜の水族館Jでは、夜間限定のイルカとアシカの共演ショーや館内外の照明演出等により、昼

との違いを際立たせる一方、期間による内容の差別化も行い、リピーター確保に努めた。この結果、

ゴ、ールデ、ンウィーク期間 11日間で 8，911人、夏休み期間 37日間で 38，899人、カウントダウン1日間

で 2，156人、合計 49日間で 49，966人広場長客となった(前年度対比 99.8%)。

⑪企画展は、 7~9月に「アブナリウムー危険生物から回避せよ!ーj を開催した他、1O~11月に「海

響あーとコンテスト作品展J 、 3~5月にペンギン村オープン5周年記念特別企図展「ペンギンウォッ

チング~カワイイのその先へ.~J を実施した。この他に特別水槽にて小企画展示を 6回にわたり実施

した。

⑫新たにカイユウセンニンフグ、ナミダフグ、ダイオウイカ等を収集し、標本等を作成b企画展や

解説用資料として活用したロ

⑬公式ホームベージ同毎離宮の活動に関する最新情報を発信するツールとして活用し、年間 282

回に及ぶ更新を重ねている。結果、ホームページへの訪問者数は 112万人を上回り、総アクセス数

は 4，060万件を超えた(前年度対比 107.5%)。また、モバイルサイトについては、訪問者数は 37

万人を上回った(前年度対比 45.1%)。

(5)広報宣伝、観光客誘致、その他観兆・レクリエーション事業の振興に関する事業

①旅行エージェント等へ企画旅行、斡旋回体旅行等のコース及。沿函提案を行った。

②近隣勧儲設と提携した観光客誘致、モアしものせき委員会による共同パンフレットの作成等を

行い、旅行エージェントや近開昔泊施設並びに艶E関係団体への営難舌動を行った。
③広報宣伝事業

1 .西日本を中心に主たる旅行エージェントを計画的に訪問しTら更に首都圏の大手旅行エージ

ェントの企画統括部門へのセールス活動を行った勺

証.テレヒ、宣伝については、ゴー凡そ戸ンウィーク (4月 26 日 ~5月 3日)、夏期 σ月 10 日 ~8月 10

日)、春期 (3月 13 日 ~3月 31日)において山口・福岡・広島、合計 12局のテレビ局で側放映を
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行ったほか、パブリシティ広報宣伝による広告掲載としてテレビ 33番組、ラジオ靖組へ出稿

した。ラジオ宣伝については、下関市内の則ラジオ局においてオリジナル猷iIl.f海響館まるごと

情報局jを制作し、年間を通じてPRを行った。

溢.新聞、雑誌、タウン誌、情報誌等には、ニュースリリースの発信のみならず、積極旬な情報

提供を広く行い、パブリシティによる広報活動を行った。

iv.広告塔により海響館のPRを行った。

V. 福岡天;神線高速ノ〈ス草稿 2台に全面広告を施したほか、 8月には北九州モノレールにて列車

内広告による宣伝活動を行った。また、市内路線ノ〈スでの車内放送による宣伝活動も行った。

吋.地織協賛広告、市内のPR活動として維新・海峡ウオー夕、しものせき海峡まつり、海峡花

火大会等への協賛を行った。

四.観光PRイベントに参加し、観光誘前舌動を行った。

v誼オフィシヤルホームベージ並び、にモパイルサイトにて、割問を通じ最新f青報を発信した。

④ 下関市をはじめ、近隣各種団体が主催するイベントにペンギンオ寸PRキャラクターの着ぐるみを

貸出し、イベントを盛り上げると共にベンギ〉併のPRを行い、他団体とのi藍携した広報宣伝活動を

行った。

⑤広報・報道資料として 61件を劉言し、テレピ 12悦磁担、ラジオ 22i1l':組、新聞 96回等の取材を

受け、海饗舘情報がマスコミに取り土げられた。

(6)観光資源の開発及。潮光事業関係団体等との連携

① モアしものせき委員会(海峡メッセ・海響館・唐戸市場・カモンワーフ・はい!からっと横了)に

よる共同セールスや雑誌、新聞広告、イベントを実施した。また、はい!からっと横丁との連携によ

る、観覧車との「バリューチケットJ、海峡ドラマシツプ、九州鉄道記念館との連携による「関門遊

遊チケットJ、美祢市、長門市との連携による、秋芳柄、金子みす£記念館との「トライアングルチ

ケット」及び、開館以来提携しでいる海峡ゆめタワーとの「ダブルチケットJの販売も調撤して行っ

た。

② 山口県商工労働割弱抗振興諜との連携により「平成26年度艶時満足度調査1を行った。

③ 下関の特色ある水産物であるフグ・ウニ・クジラに関する食文化の普及と啓蒙に関しては、海響

館売応においても積極的に陳列、販売を行っている。また、下関くじら食文化を守る会の会員!として

加監訴磁莞した。

④集客力の高い施設であるペンギン村を広報宣伝のツールとして活用した。

⑤秋吉台サファリランド、周南市徳山巌物園、ときわ公園、やまぐちフラワーランドとの連携事業

として「県内 5施設連携スタンプラローJを実施した。

⑥ しものせき観光キャンペーン期予委員会主催による「しものせき女子旅」に協力した。

⑦下関市が主催するイルミネーション水搬宮の点幻式に合わせ官欄延長営業を行った。

③溺明主催による馬関港開港150年言拾 fある制まーと散策パスポートJに協力した。

⑨宇部市役所主催による「ときわ公園宣伝イベントJに協力した。

(η 下関市立しものせき水族館の事業に関連する収益事業

① ミュージアムショップを運営し、ペンギン村5周年に関連したオリジナルグ、ツズヰ鴇饗館職員が

撮影した写真を俊ったポストカード等の商品開発を行った。

② レストランの運営は宅成25年度に引続き下関グランドホテルに業務委託している。館内イベント
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のタイアップとして、ペンギ〉件、1"5周年に合わせた新メニューが提供されたλ

(8)その他

①公益社団法人日本動物園水臓官協会の事業に関連する活動

i.全国及び中国四国ブロックの各種会議・研修会等に参加し、闘精報の交換を行うと共に、

研究成果として 5題の口頭発表を行った。

ii.総会、園館長会議等全国及ひブロックの各種会議を遜じ業界の発展に寄与すべく、積極的に

取り組んでいる。なお、石橋専務理事は公益社団法人日本動物園水蹴官協会中国四国ブロック執

行理事に選任された他、日本動物園水騨官鯨額会議副代表として、展示鯛哉員 3名がマカロニペ

ンギン個体群管理者、スナメリ専門技術員、ゴマフアザラシ専門技術員としてそれぞれ取り組ん

でいる。

②国内外の水族館との連携

i -1.香港オ」シャンノ号ークとの相互協力では、フロリダで開催された lMATAAnnua1 Conference 

2014において、 S国田ne館長らと交流及び情報交換を行った。

i -2.チリ国立サンチアゴ・メトロポリタシ仏胃付属援物園とは、引き続き野生のフンボルトペ

ンギンの保全プロジェクトに対する支援及び情報交換を行った。また、A1ejandra園長、Guillenr旧

氏の 2名を下関に聞事し、情報交換を行った。

i -3.釜山アクアリウムのグランドオ」プニング式典に参加し、 YPKim社長、 JiniKim館長、

HarryKim営業部長との交流及び情報交換を行った。

i -4.胡北京水族館長、他 12名が雑官し、情報交換会及びスタッア交流会等を行った。

i -5.国内の水族館等では、多くの園館より生物収集等にご協力いただいた他、沖縄美ら海水族

館との共同研究を開始した。

L 近隣水鵬官と共同で設立した瀬戸内海西方海域スナメリ協議会の活動を実路した。

iii.サボーターズクラブカード濃示による入園料割引協定について、周南市徳山動物園、3lJj津の

森公園等 6施設との年間パスポート相互割引協定を継続した。

1V.進藤獣医が沖縄美ら海水搬官にて実施された日本初となる全身吸入麻酔下でのイルカの手術

への参加要請を受け協力した。

③大学、研究機関、学会等との連携並びに技術、情報の収集

i 山口大学、長崎大学大朝九大阪府立大学大朝涜、東京海洋大学大朝克東京工業大学大学

院、日本獣医生命科学大学、制岡大学大朝境、水産大学校、国樹立産資源新究E庁、山口県水産研

先センター、萩博物館、ソウル大学それぞれと共同研究に取り組んでいる他、神戸大学大朝襲、

日本大学、三重大学等複数の大学、研究所、博物館との問で研究協力、展示協力、情報交換を行

った。また共著発表としては、日本心理学会、日掛鮮学会、日本水産学会、板鯨類、ンンポジウ

ムにて 6題の口頭発表、日本野生動物医学会等にて 2題のポスター発表及び晦洋と生物Jをは

じめ 18題の投稿論文掲載、ヌ三諦告 l題、修士論文 1題を行った。

ll. 複数の大学、砂限E所等との聞で事院協力、情報交換を行い、フグ目魚類を始めとした生物学

的情報の収集に努めた。

単 独立行政法人水産大学校と連携し、体験学習の場として実施している「オープンラボ」は、

21のテーマをもって開催し、約8，200.人の参加があった。

町 第23回ペンギン会議全国大会及び第14回ペンギン飼育技術研究会の下関開催に協力し、 2題

の口頭発表を行ったイ也、ペンギン会議との連携によるチリ国立サンチアゴ・メトロポリタン仏潤
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付属動物園との交流も縦続している。

v 日本魚類学会や日本野生動物医学会をはじめ、 lMATAAnnual Conference 2014、日本セトロ

ジー研究会、日本水棲生物医学研究会、西日本フク研究会等の学会、研究会に参加し、口頭発表

(6題)、ポスター発表 (4掛を行なうと共に情報交換を行った。

羽. トロムソ大学博物館RobertThomas Barrett教授が紺富し、情報交換を行った。

四.立川海獣展示課課長が山口大学共同獣医学部にて授業科目担当として講義を行ったo

viii 下関市市民病院の協力によりスナメリのcr検査を実施し、治療に役立てた。
④総合的な学習への取り組みとして水族館館内の校外学習プログラム 9件、バックヤードツアー 19

件、ワークシートを利用した学習 l件に対応した。また就労体験型の飼育実習として 16名の実習

生(大学、専門学校生及び「せんせいの社会体験研修J f10年経験教諭校タ同F修J)を受け入れた。

⑤ 出前講座等、教育現場へ赴いての活動は、 13件 758名を対象に実施した他、各種団体の主催す

る催事への参加並びに講演、職業講話等にも参加し、来館意欲の促進を図ったo

⑥解説ボランティアの育成として、飼育員による飼育生物に関する講話(おもしろ話、新着生物

の紹介等)を行ったイ也、企画展の内容説明会、研修会も実施した。この他にも自主企画活動である

海響館キッズフェス夕、まんぼう川柳等が実施された。

⑦ ドルフィンセラピーは、平成25年度に引き続き下関市立市民病院との連携をとり実施し、参加者

は 27名であった。平成14年度の誤験運用より、延べ 4lT名の参加者数となっている。

③ シロナガスクジラ全身骨格標本については、 トロムソ大学博物館からRobertThomas Barrett 

教授が来館u栗本検査を実施した。また、トロムソコーナーの展示内容をノルウェーで見つかる最も
特別かつ美しい石 2種類に変更した

以上
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平成26年度入館者実績
平成26年4月l日から平成27年3月31日まで
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3.会議に関する事項

(1)理事会

平成26年度の開催状況及び議決事項は次のとおりである。

区分 関 催 日

第5回 平成26年5月20日 l議決事項I

議決事項2

議決事項3

議決事項4

!報告事項l

第6回 平成26年間27日 i議決事項1.
議決事項2.

第7回 平成27年3月12日 議決事項1.

議決事項2

l議決事項3
議決事項4.

議決事項5

報告事項I

(2)評議員会

平成26年度の開催状況及び議決事項は次のとおりである。

区分 開 {崖 日

第5回 平成26年5月27日 議決事項1

議決事項2

議決事項3

議決事項4

報告事項1.

第6回 平成27年3月初日 議決事項1.

議決事項2.

議決事項3

議決事項4

|報告事項1
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議 決 . 報 tロと 事 項

平成25年度事業報告及び決算の件

評議員会へ提出する役員等候補者の件

諸規程の改定の件

評議員会の招集の決定の件

代表理事及び業務執行理事のI鼠穿執行

状況の報告について

代表理事及び業務執行理事の選定の件

理事長、専務理事及び常務理事の選定の件

平成27年度事業計画及び収支予算の件

評議員会へ提出する役員等候補者の件

定款の変更の件

諸規程の改定の件

評議員会の招集の決定の件

代表理事及び業務執行理事の職務執行

状況の報告について

議 決 報 よロと 事 項

議事録署名人の選出の件

平成25年度事業報告及び決算の件

評議員の選任の件

理事の選任の件

現況報告

議事録署名人の選出の件

平成27年度事業計画及び収支予算の件

評議員の選任の件

定款の変更の件

現況報告



4.役員等に関する事項

(1)平成27年3月31日現在の評議員は次のとおりである。

常勤・非常勤| 氏 名 就任年月日

非常勤 松村久 平成24年4月1日

非常勤 中嶋豪 平成24年4月l日

非常勤 古田巧 平成24年4月1日

非常勤 坂井律子 平成27年間30日

し竺常勤 奥盛雄 平成一o日 l 
非常勤 林俊作 平成24年4月1日

平成25年5月30日寸非常勤 鷲尾圭司

非常勤 森友信 平成25年5月初日

卜E 菊谷茂太 平成26年5月27日

回測清隆 平成24年4月l日

豊永聡信 十 376年5月27日
非常勤 渡建太志 24年5月29日

非常勤 江島和男 平成27年3月30日

非常勤 古西修一 平成26年5月27日

非常勤 道森幸雄 平成26年5Jl27日 T 

非常勤 中川清隆 平成26年5月27日

(2)平成27年3月31日現在の理事は次のとおりである。
『

常勤・非常勤| 氏 名 就任年月日 | 
非常勤 中尾友昭 平成26年5月27日 理事長

常勤 石橋敏章 平成26年5月27日 専務理事

常勤 原因伴博 平成26年5月27日 常務理事

非常勤 本間俊男 平成26年5月27日

非常勤 川上康男 平成26年5月27日

非常勤 賂尾定夫 平成26年5月27日
一一一一一一一

非常勤 木原質 平成26年間27日

非常勤 富永洋一 平成26年目27日

非常勤 佐々木正一 平成26年5月27日

非常勤 高瀬利也 平成26年5月27日

非常勤 和仁陪明 平成26年5月27日
一一一一一一一一一

非常勤 波佐間 1青 平成26年5月27日

」非常勤 久保正昭 平成26年5月27日

(3)平成27年3月31日現在の監事は次のとおりである。

常勤・非常勤| 氏 名 | 就任年月日
非常勤

非常勤

中村文昭

久保問浩

平成24年5月29日

平成24年4月l日
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5 登記事項

平成26年度の登記事項は次のとおりです。

申請先 事項 登記年月日

平成措年即7日| 山口地方法務局 評謹員、理事及び代表理事の賓吏 平成26年6月9日

平成27年3月30日 山口地方法務局 評議員の変更 平成27年4月9日

6.常勤の役員及び職員に関する事項

平成27年3月31日現在の人員は次のとおりである。

理事 職員 契約職員 臨時職員

2人 26人 12人 28人
...・.................ー・・・・・.........-・.・・・・...............・・..・.....‘・6・“‘・・・・.........・・・4・.....・・・・・・・・b・・・・・4・・

管理部 管理部 管理部

管理部長(常務理事兼務)

専務理事 管理部次長 1人

常務理事 管理課 3人 管理課 1人 管理課 4人

業務課 3人 業務課 2人 業務課 10人

展示部 展示部

展示部長(専務理事兼務)

展示部参事 l人

魚類展示課長(展示部参事兼務)

海獣展示課長 1人

魚類展示課 9人 魚類展示課 I人 魚類展示課 6人

海獣展示課 7人 海獣展示課 日人 海獣展示課 8人

鯨類研究室

鯨類研究室長 1人

7. 事業報告付属明細書

平成29:年度事業報告には、 「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第34条第3項に規定

する付属明細書 f事業報告の内容を補足する重要な事項Jが存在しないので作成しない。
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科目

I 資産の部

l 流動資産

現金

普通預金

郵便振替専用口座

定期預金

売掛金

未収金

たな卸資産

前払金

前払費用

仮払金

流動資産合計

2 固定資産

(1) 基本財産

投資有価証券

基本財産引当預金

基本財産合計

(2) 特定資産

退職給付引当資産

役員退職慰労引当資産

特定資産合計

(3) その他固定資産

什器備品

減価償却累計額

電話加入権

その他固定資産合計

固定資産合計

資産合計

E 負債の部
1.流動負債

買掛金

未払金

未払法人税等

未払消費税等

預り金

仮受金

流動負債合計

2.画定負債

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

固定負債合計

負債合計

匝正味財産の部

1.指定正味財産

(うち基本財産への充当額)

(うち特定資産への充当額)

2 一般正味財産

(うち基本財産への充当額)

(うち特定資産への充当額)

正味財産合計

負債及び正味財産合計

平成26年度貸借対照表
平成27年3月31日現在

当年度 前年度

32，597，776 32，560，291 
287，390，466 287，825，360 
12，000 16，000 
50，000，000 50，000，000 。 。
66，956，152 55，413，297 
681，794 1，002，549 。 63，174 。 。
。 。

437，638，188 426，880，671 

49，000，000 49，000，000 
100，000，000 100，000，000 
149，000，000 149;000，000 

28，993，451 32，293，400 
20，280，000 18，655，000 
49，273，451 50，948，400 

33，023，902 33，023，902 
ム23，590，006 ム19，066，177
1;512，000 1，512，000 
10，945，896 15，469，725 
209，219，347 215，418，125 
646，857，535 642，298，796 

18，507，097 20，229，116 
208，819，307 202，341，516 
1，567，900 8，518，900 
13，917，218 4，447，335 
4，738，325 4，643，354 
33，726，135 42，071，930 
281，275，982 282，252，151 

28，812，851 32，293，400 
20，280，000 18，655，000 
49，092，851 50，948，400 
330，368，833 333，200，551 

。 。
(0) (0) 

(0) (0) 

316，488，702 309，098，245 
(149，000，000) (149，000，000) 

(0) (0) 

316，488，702 309，098，245 
646，857，535 642，298，796 

-11 

(単位円)

増減

37，485 
ム434，894
ム4，000。。
11，542，855 
6320，755 
ム63，174。。
10，757，517 

。。
。

ム3，299，949
1，625，000 
ム 1，674，949

。
ム4，523，829。
ム4，523，829
ム6，198，77自
4，558，739 

ム1，722，019
6，477，791 
66，951，000 
9，469，883 
94，971 

68，345，795 
ム976，169

ム3，480，5491
1，625，000: 
ム 1，855，549
62，831，718 

。
。。

7，390，457 
(0) 

(0) 

7，390，457 
4，558，739 



| 科目

川資産の部

1 1流動資産

現金

普通預金

郵便振替専用口座

定期預金

売掛金

未収金

たな卸資産

前払金

前払費用

仮払金

流動資産合計

2 固定資産

(1) 基本財産

投資有価証券

基本財産引当預金

基本財産合計

(2) 特定資産

退職給付引当

役員退職慰労

特定資産合計

(3) その他固定資産

什器備品

減価償却累計額

電話加入権

その他固定資産合計

固定資産合計

資産合計

E 負債の部
1.流動負債

買掛金

未払金

未払法人税等

未払消費税等

預り金

仮受金

流動負債合計

2固定負債
退職給付引当金

役員退職慰労引当金

固定負債合計

負債合計

illlE味財産の部
1.指定正味財産

(うち基本財産への充当額)

(うち特定資産への充当額)

2. 般正味財産
(うも基本財産への充当額)

(うち特定資産への充当額)

正味財産合計

負債及びE味財産合計 ! 

平成26年度貸借対照表内訳表
平成27年3月31日現在

全霊E里高主主業等:ふ! 法人会計
ニコL 十一一一一ート
i i l 

129，427，3381 142，101，3541 15，861，774! 

12.0∞ 50.00日;!;1i 
… 1 6叫…l l 
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66，956，152 
681， 794 

0 。。

。 149，000，000 

0 

106，817，029 
0 

18，507，097 i 
43，6日5，410
1，567，900 
2，975，468 
5，411 
0 

66，741，286 

。1
3，042，000 
3，042，000 

69，783，286 

3，457，542 
5，070，000 
8，527，542 
77，790，113 

。
(0) 

(0) 

1，134，000 
(0) 

(0) 

1，134，000 

78，924，113 

。
28，993，451 
20，280，000 
49，273，451 

。

川一説一一
lJJ剛一一一

。
(0) 

(0) 

166，127，902 
(0) 

(0) 

166，127，902 
235，911，188 

。一
o
一O

33，023，902 
L， 23，590，006 
1，512，000 
10，945，896 
209，219，347 
646，857，535 

18，507，097 
208，819，307 
1，567，900 
13，917，218 
4，738，325 
33，726，135 
281，275，982 

。。

28，812，851 
20，280，000 
49，092，851 
330，368，833 

or 

。
ω) 
(0) 

316，488，702 
(149，000，000) 

(0) 

316，488，702 
646，857，535 
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平成26年度貸借対照表(公益目的事業会計)
平成27年3月31日現在

金預

金

通

産

現

普

調
資
r
z
]
 

健
一
糊ー

科目 当年度 i 

2，758，954! 

129，427，338 

前年度

(単位。円)

増減

-

1

 0
5

 

p
o
q
d
 

ヴ

f
n
o
，， 

1
a
n
b
 

B

7

 

R
d
c
o
 

，， 

A
‘
q
d
 
2
 
1
 

['， 1，822，806 
5，750，503 

郵便振替専用口座 12，000 ム4，000
定期預金 。
売掛金 。 。
未収金 24，902，111 ム11，日28，278
たな卸資産 。 。
前払金 63，174 ['， 63，174 

前払費用 。 。
仮払金

: 
。 。

流動資産合計 問町斗 153，239，880 ム7，967，755
2 固定資産

(1) 基本財産

投資有価証券 49，000，000 。
基本財産引当預金 100，000，000 100，000，000 。
基本財産合計 149，000，000 149，000，000 。

(2) 特定資産

退職給付引当資産 27，772，324 ['， 2，417，015 

役員退職慰労引当資産 12，168，00 11，193，000 975，000 

特定資産合計 37，523，309 38，965，324 ム1，442，015
(3) その他固定資産

什器備品 。 。
減価償却累計額 。 。
電話加入権 226，800 。
その他固定資産合計 226，800 226，800 。
固定資産合計 186，750，109 188，192，124 ム1，442，015
資産合計 332，022，234 341，432，004 ム9，4ω，770

E 負債の部
1 流動負債

寅掛金 。 。
未払金 106，533，758 283，271 

未払法人税等 。 。
未払消費税等 。 。
預り金 4，728，961 4，634，192 94，769 

仮受金 33，726，135 42，071，930 ['， 8，345，795 

流動負債合計 145，272，125 153，239，880 ム7，967，755
2 固定負債

退職給付引当金 25，355，309 27，772，324 ム2，417，015
役員退職慰労引当金 12，168，000 11，193，000 975，000 

固定負債合計 37，523，309 38，965，324 ム1，442，015
負債合計 182，795，434 192，205，204 ム9，409，770

直正味財産の部

制
l指定正味財産 。

(0~1 (うち基本財産への充当額) (0) 

(うち特定資産への充当額) (0) (0) 

2.一般正味財産 14ω似仰9札叩，2附 ∞ 149，226，800 。
(うち基本財産への充当額) (149，OOIl，00(O0) ) (149，000，000) (0) 

(うち特定資産への充当額) (0) (0) 1 

正味財産合計 149，226，800 149，226，800 。|
負債及び正味財産合計 332，022，2341 341，432，004 ム9，409，7701
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平成26年度貸借対照表(収益事業等会計)
平成27年3月31日現在

科目 当年度 前年度

I 資産の部

1流動資産

現金 29，667，680 27，846，956 
普通預金 142，101，354 137，633，224 
郵便振替専用口座 。 。
定期預金 50，000，000 50，000，000 
売掛金 。 。
未収金 652，664 716，674 
たな卸資産 681，794 1，002，549 
前払金 。 。
前払費用 。 。
仮払金 。 。
流動資産合計 223，103，492 217，199，403 

2.固定資産

(1) 基本財産

投資有価証券 。 。
基本財産引当預金 。 。
基本財産合計 。 。

(2) 特定資産

退職給付引当資産 180，600 。
役員退職慰労引当資産 3，042，000 2，798，250 
特定資産合計 3，222，600 2，798，250 

(3) その他固定資産

什器備品 33，023，902 33，023，902 
減価償却累計額 ム23，590，006 ム19，066，177
電話加入権 151，200 151，200 
その他固定資産合計 9，585，096 14，108，925 
固定資産合計 12，807，696 16，907，175 
資産合計 235，911，188 234，106，578 

E 負債の部
1.流動負債

買掛金 18，507，097 20，229，116 
未払金 43，685，410 42，299，906 
未払法人税等 1，567，900 8，518，900 
未払消費税等 2，975，468 1，517，550 
預り金 5，411 5，411 
仮受金 。 。
流動負債合計 66，741，286 72，570，883 

2.固定負債

退職給付引当金 。 。
役員退職慰労引当金 3，042，000 2，798，250 
固定負債合計 3，042，000 2，798，250 
負債合計 69，783，286 75，369，133 

miE味財産の部
1.指定疋味財産 。 。
(うち基本財産への充当額) (0) (0) 

(うち特定資産への充当額) (0) (0) 

2. 般正味財産 166，127，902 158，737，445 

(うち基本財産への充当額) (0) (0) 

(うち特定資産への充当額) (ω (0) 

正味財産合計 166，127，902 158，737，445 
負債及び正味財産合計 235，911，188 234，106，578 

14 

(単位:円)

増減

1，820，724 
4，468，130 。。。
ム64，010
ム320，755。。。
5，904，089 

。。。
180，600 
243，750 
424，350 

。
d. 4，523，829 。
ム4，523，829
ム4，099，479
1，804，610 

ム1，722，019
1，385，504 
d. 6，951，000 
1，457，918 。
。

65，829，597 

。
243，750 
243，750 
ム5，585，847

。
(0) 

(0) 

7，390，457 
(0) 

(0) 

7，390，457 
1，804，610 



平成26年度貸借対照表(法人会計〉
平成27年3月31日現在

科目 当年度 前年度

I 資産の部
1.流動資産

現金 131，575 

普通預金 15，861， 26，515，301 
郵便振替専用口座 。
定期預金 。 。
売掛金 。 。
未収金 53，229，655 29，794，512 
たな卸資産 。
前払金 。
前払費用 。 。
仮払金 。 。
流動資産合計 69，262，571 56，441，388 

2.固定資産
(1) 基本財産

投資有価証券 。 。
基本財産引当預金 。 。
基本財産合計 。 。

(2) 特定資産

退職給付引当資産 3，457，542 4，521，076 

役員退職慰労引当資産 5，070，000 4，663，750 
特定資産合計 8，527，542 9，184，826 

(3) その他固定資産

什緑備品 。 。
減価償却累計額 。 。
電話加入権 1，134，000 1，134，000 
その他面定資産合計 1，134，000 1，134，000 
固定資産合計 9，661，542 10，318，826 

資産合計 78，924，113 66，760，214 

E 負債の部
1.流動負債

買掛金 。 。
未払金 58，316，868 53，507，852 
未払法人税等 。 。
未払消費税等 10，941，750 2，929，785 
預り金 3，953 3，751 
仮受金 。 。
流動負債合計 69，262，571 56，441，388 

2.固定負債

退職給付引当金 3，457，542 4，521，076 
役員退職慰労引当金 5，070，000 4，663，750 
固定負債合計 8，527，542 9，184，826 
負債合計 77，790，113 65，626，214 

E 正味財産の部
1.指定正味財産 。 。
(うち基本財産への充当額) (0) (0) 

(うち特定資産への充当額) (0) (0) 

2.一般正味財産 1，134，000 1，134，000 
(うち基本財産への充当額) (0) (日)

(うち特定資産への充当額) (0) (ω 
正味財産合計 1，134，000 1，134，000 

し
負債及び正味財産合計 78，924，113 66，760，214 

-15-

(単位円)

増減

39，567 
ム10，653，527。。
。

23，435，143 。。
。。

12，821，183 

。。
。

ム1，063，534
406，250 
ム657，284

。。。。
d 657，284 
12，163，899 

。
4，809，016 。
202 。

12，821，1831 

ム1，063，534
406，250 
d 657，284 
12，163，899 

。
ω) 
ω) 。
ω) 
(0) 。

12，163，899 



科目

I 般正味財産増減の部

1.経常僧慌の部

(1)経常収益

①基本財産運用益

基本財産畳取利息

②受取会費

賛助会員受取会費

③事業収益

管理畳託事業収益

館内販売事業収益

レストラン事業収益

写真版売事業収益

自動販売機等事業収益

④雑収益

畳取利息

雑収益

経常収益計

(2)経常費用

①事業費

役員報酬

給料

職員手当

退職給付費用

役員退職慰労金

福利厚生費

臨時職員賃金

会議費

旅費交通費

通信運搬費

減価値却費

梢耗f尚喜備品費
消耗品費

水族購入費

展示資料購入費

飼料購入費

原材料費

修繕費

印刷製本費

燃料費

光熱水料費

賃借科

保険料

諾謝金

手数料

広報宣伝費

租税公課

支払負担金

委託費

期首商品棚卸高

館内販売仕入費

期末商品棚卸高

雑費

平成26年度正味財産増減計算書
平成26年4月1日から平成27年3月31日まで

当年度 前年度

80，000 80，000 

21.898，900 23，068，800 

838.771，933 810.460，478 

231，582，408 254，120，080 

3，000，000 3，000，000 

2，333，880 2，280，097 

19，975，605 21，746，292 

47，452 45.782 

4，882，789 6，265，905 

1，122.572，967 1，121，067.434 

11，280，000 11，280，000 

84，664，412 75，056，507 

69，929，723 65，156，243 

5，072，436 5，659，927 

1，218，750 1.218，750 

29，783.077 27，303.920 

41，977，129 40，823，030 

354，890 167，268 

3，4日62，950 3，123，170 

1，128，141 1，083，887 

化523，829 5，062，636 

4，276.315 11，231，263 

29，002，888 28，907，465 

4，225.797 14，174，898 

61，262 50，239 

28，819，172 29，226，719 

288，356 334，103 

14，565，212 22.194，694 

4，104，713 4，400，833 

1，253，787 1，252.912 

219，525，795 210.102，444 

14.774，073 14，924，982 

1.227.440 1，326，540 。 。
1，267，298 1，067，568 。 。
6，423，368 4，410，850 

466，500 549，500 

176，408.783 163，594，596 

1，002，549 1，506，667 

154，006，602 168，793，333 

d. 681，794 b. 1，002，549 

27，216 60，862 

16 

(単位。円)

増減

。
b. 1，169，900 

28，311，455 

b. 22，537，672 。
53，783 

d. 1.770.687 

1.670 

b. 1，383;116 

1，505，533 

。
9，607，905 

4，773，480 

b. 587，491 。
2，479.157 

1，154.099 

187，6221 

44，254 

b. 538，807 

L:::. 6，954.948 

95，423 

b.9剖9:1011

11.023 

.d. 407.547 

b. 45，747 

b. 7，629，482 

b. 296，120 

875 

9.423，351 

b. 150，909 

b. 99，100 。
199，730 

υ 

2，012，518 

b. 83，000 

12，814，187 

b. 504，118 

.6. 14，786，731 

320，755 

b. 33，646 



(単位円)

科目 当年度 前年度 増減

②管理費

役員報酬 4，084，200 3，998，400 85，800 

給料 14，685，118 14.878，869 ム阻止751

職員手当 13，154，890 13，720，578 ム565，688

退職給付費用 126，279 3，109，64巧 t; 2，983，367 

役員退職慰労金 406，250 406，250 。
福利厚生聾 5，344，467 5，499，833 ム 155，366

臨時職員貴金 5，410，692 5，912，546 d. 501，854 

会議費 668，371 626，281 42，090 

旅費交通費 2，938，835 3，729.458 ム790，623

交際費 。 。 。
通信運搬費 1，542，466 1，461，228 81，238 

減価償却費 。 。 。
消耗什器備品費 2，123，376 527，650 1，595，726 

消耗品費 4，783，247 3，629，442 1，153，805 

原材料費 3，868 24，245 6. 20，377 

修繕費 1，888，545 2，104，534 ム215，989

印刷製本費 989，496 748，755 240，741 

燃料費 161，271 143，209 18，062 

光熱水料費 11，391，373 10，839，763 551，610 

賃借料 4，429，329 4，255.656 173，673 

保険料 652，180 660.490 d. 8，310 

諸謝金 33，922 33，922 。
手数料 14，608，417 15，454，004 t; 845，587 

広報宣伝費 5，713，450 5，934，549 ム221，099

租税公課 19，965，950 11.311.235 8，654，715 

支払負担金 1，749，701 949，740 799，961 

委託費 82.318.248 76.562，440 5，755，808 

雑費 。 108，150 ム 108，150

経常費用計 1，113;614，610 1.099，674.130 13，940，4801 

評価損益等調整前当期経常増減額 8，958，357 21.393，304 t; 12，434，9471 

評価損益等計 。 。 。l
当期経常増減額 8，958，357 21，393，304 d. 12，434，947 

2経常外増減の部

(1)経常外収益

①固定資産売却益

什器備品売却益 。 。
包括加入植売却益 。 。 。

②固定資産畳贈益

投置有価証券畳贈益 。 。 。
経常外収益軒 。 。 。|

(2)経常外費用

①固定資産売却損

什器備品売却損 。 。
電請加入権売却損 。 。 。

②固定資産減損損失

投資有価証券減損損失 。 。 。
経常外費用計 。 。 。
当期経常外増減額 。 。 。
他会許振替額 。 。 。
税引前当期一般正味財産増滋額 8，958，357 21，393，304 t; 12，434，947 

法人税、住民税及E庫業税 1，567，900 8，518，900 t; 6，951，000 

7，390.457 12，874，404 t; 5，483，947 

般正味財産期首残高 309，098，245 296，223，841 12，874，404 

一般正味財産期末残高 316，488，702 309，098，245 7.390.457 

E 指定正時財産増減の部

当期指定正時財産増誠額 。 。 。
指定正時財産期首残高 。 。 。
指定正時財産期末残高 。 。 。

ill:iE暁財産期末残高 316，488，702 309，098，245 7，390，457 
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科目

1 経常増減の部

(1)経常収益

①基本財産運用益

基本財産畳取利息

②畳取会費

賛助金員畳取会費

③事業収益

管理畳託事業収益

館内販売事業収益

レストラン事業収益

写真販売事業収益

平成26年度正味財産増減計算書内訳表
平成26年4月1日から平成27年3月31固まで

法人会計 内部取引消去

自動販売機等事業収益

@雑収益

受取利息

雑収益

経常収益計

(2)経常費用

①事業費

役員報酬

給料

職員手当

退職給付費用

役員退職慰労金

福利厚生費

臨時職員賃金

会議費

旅費交通費

通信運搬費

減価償却費

消耗什器備品費

消耗品費

水族購入量

展示質料購入費

飼料購入費

原材料費

修繕費

印刷製本費

燃料費

光熱¥7J<料費

賃借料

保険料

諾謝金

手数料

広報宣伝費

租税金課

支払負担金

委託費

期首商品棚卸高

館内販売仕入費

期末商品棚卸高

雄費

-18-
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科目 11ZZ7112242 l 法人会計 | 内部取引消去
② 

投員報酬

給料

職員手当

退職給付費用

役員退職慰労金

福利厚生費

臨時職員賃金

会議費

旅費交通費

交際費

通信運搬費

減価償却費

消耗什器備品費

消耗品費

原材料費

信繕費

印刷製本費

燃料費

光熱水料費

賃借料

保険料

諾酋f企 33，922 

手数料 14.608.417 

広報宣伝費 5.713.450 

担税公課 19.965.950 

句J 1; 支払負担金 1.749.701 

委託費 82，318，248 

雑費 。
経常費用計

評価損益等調整前当期経常増融額

評価損益等計

当期経常増蹴額

る経常件増減の部

r 

や与(え工点1む句)経①常外国什収定器益費備虚品売売却却益益

'".'、J川令、b 電話加入権売却益

②固定資産受贈益

投賢有価証券受贈益

経常外収益計

(2)経常外費用

①固定資産売却損

什器備品売却損

電話加入植売却損

②固定置産減損損失

投葺有価証券骸損損失

経常外費用計

当期経常タト増減額

他会計振替額

説引前当期一般正味財産増践額

法人税、住民組及び事業税

当期一般正味財産増減額

般正味財産期首残高

一般正時財産期末残高

E 指定正味財産増践の部

当期指定正院財産増減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高
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平成26年度正味財産増減計算書(公益目的事業会計)
平成26年4月1日から平成27年3月31自主で

科目
予 算 額 決算額 差異 前年度決算額

i 当初予算頒 補正予算額 | 涜周噌減額 居合同 (b) (.) (b) (0) 

1 紋正味財産泊誠の部

1.経常増減の部

(1)径常収義

由基本財産運用益

基本財産受取剰息 80，000 80，00。 80，000 。 8問。000

骨受取会費

策助会員受取会費 23，000，000 23，000，000 21.898，的。 1，101，100 23，0ωsω 
骨事業収益

菅丞受託事業収益 733，444，934 ，o. 14.718.240 718，726，694 677，987，452 40，739，242 653，624，240 
@銭車益

受取利息 。 。 1，178 11l，178 5，764 
雑収益 1，440，000 1，440，000 1，364，978 75，022 2，288，262 

経常収益計 157，9暗唱，934 。 d. 14，718，240 743，246，694 701，332，5閲 41，9[4，186 679，067，。防
(2)経常費用

①事業費

役員報酬 9，060，曲。 9凪0，曲。 9，060，000 。 9，060，回。
給料 102，706，980 d. 15，810，611 86，896.363 80.969.912 5，926，451 73，127，伺3
聡負手当 18，791，060 78，791，由。 65，814.250 12，916，810 61，524，294 
退職給付費用 5，318，310 5，318，310 4，891，836 426，414 5，659，927 
役員退職慰労金 915，600 975，6曲 975，∞。 600 975，0冊
福利厚生費 31，434，000 31，434，0田 26，857，954 4，576，046 24，831，592 
臨時職員賃金 38，434，450 38，434，450 31，642，436 6，792，014 29，113，680 
会簸費 。 。 。 。 。
総費交通費 4，643，凹0 4，剖3，000 3，462，95市 1，180，050 3，123，110 
通信還微費 1，380，師。 1，380，090 981，613 398，417 950，982 
消耗什器備品安 5，053，000 5，053，冊。 4，276，315 716，曲S ll，152，513 
消耗品費 28，112，050 d. 251，031 21，921，013 24，124，1l4 3，196，899 24，86唯8唯Q
水族院入費 4，111，000 108，191 4，2お，191 4，225，191 。 14，114，898 
展示資料婿入費 202，000 202，0曲 61，262 140，1，羽 5ゆ，239
飼料館入費 30，111，000 30，111，0曲 28，819，112 1，891，828 29，226，119 
原材料費 610，100 610，1田 288，356 321，744 334，103 
修繕受 22，836，500 d 7，359，120 15目411，380 14，513，804 963，516 22，194，694 
印刷製本費 6，295，000 6，295，000 4，104，113 2，190，287 4.400，833 
燃料費 1.434，100 1，434，100 1，253.181 180，913 1，252，912 
光熱水料費 199，931，950 15，810，611 215，148，561 215，148，561 。 205，955，499 
賃借料 4，424，0凹 4，424，000 3，853，88Q 510，120 3，548，(抱@
保険料 1，311，000 1，311，000 1，221，440 89，560 1，326，540 
諸献金 。 。 。 。 。
手数料 1.101，000 142，240 1，249，240 1，249，240 。 1，065，300 
広程税報宣公伝際費

。 。 。 。 。
。 。 。 。 。

支払負担金 。 。 。 。 。
"'"壬喪 182，486，40。 d. 1，359，120 115，121，280 173，520，015 1，601，265 160，825，921 
雑費 。 。 。 。 。

経術費用計 761，441，190 。 d. 14，118，240 746，128，950 702，522，413 44，2氾6，531 688，139，6出
秤量揖邑専問霊前歯周量宮崎輔副 d. 3，482，256 。 。 d. 3，482，256 d. 1，1田，905 d. 2，292，351 d. 9，612，591 
評価領益等書十 。 。 。 。 。
当期経常稽減額 d. 3，482，256 。 。 d. 3，482，256 d. 1，1曲，剖5 d. 2，292，351 d. 9，672，591 

2.経常外増抵の部

(1)経常外収益

申霞定資産宛却益

付朝需品売却益 。 。 。 。 。
1(1話加入檎売却益 。 。 。 。 。

②掴定資産受贈益

投資有価liE券受贈益 。 。 。 。 。
経常外収益計 。 。 。 。 。 。 。

(2)-経常外費用

申固定資産売却損

什器備品売却損 。 。 。 。 。
電話加入錨売却損 。 。 。 。 。

母国定資産減領損失

投資有価旋券破損損失 。 。 。 。 。
緩常外費用計 。 。 。 。 。 。 。
当期経常外僧減額 。 。 。 。 。 。 。
他会野復讐額 3，482，256 3，482，2日告渇 1，189，905 2，2抱，351 9，612，591 
."前田閉ー盤E樟酎竃掴雌園 。 。 。 。 。 。 。
法人説住民a及び理事業税 。 。 。 。 。
当期ー般正味財産泡減額 。 。 。 。 。 。 。
般豆球防産期首残高 150，512，000 150，512，000 149，226，8∞ 1，285，2曲 149，226，800 
ー般正味財産期末機高 150，512，000 。 。 150，512，000 149.226，8凹 1，285，200 149，226，8帥

E 指定正味信産噌競の節

当期指定E味財産増減額 。 。 。 。 。
指定正味JII産期首残高 。 。 。 。
指定1E味財産期末残高 。 。 。 。 。 。 。

m1E味財産期末残高 150，512，000 。 。 150，512，000 149，226，800 1，285，200 1-49，226，8帥
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(単位円}

泊融

(b)ー(0)

。

d. 1，169，900 

24，363，212 

d. 4，586 
b. 923，284 

2沼，265，442

。
7，842，009 
4.289，956 
O 768，091 
。

2，026，362 
2，528，756 
。

339，780 
3o.s31 

d 6，816，198 
"1伺，126
d. 9，949，101 
1l，023 
d. 401，547 
d. 45，147 
" 7，回0，890
d. 296，120 
875 

9，193，068 
305目782

d. 99，100 
。

183，940 
。
。
。

12，694，088 
。

13，182，150 
8，482，6世
。

8，482，692 

。
。

。
。

。
a 

。
。
。

d. 8，482，田2
。
。
。
。
。

。
。
。

。



平成26年度正味財産増減計算書(収益事業等会計)
平成26年4月1日から平成27年3月31固まで

科目

窒稽t

1 経常楢減の部

(1)経常収益

①事業収益

館内販売事業収益

レストラン事業収益

写真販売事業収益

自動販売機等事業収益

@綾収益

受取利息

雑収益

経常1収益計

(2)経常費用

①事業費

役員線甑

給斜

職員手当

退職給付費用

役員退職慰労金

偏利厚生費

路時職員賃金

会儀費

旅費交通費

通償還綾費

減価償却費

消粍什器備品費

消耗品安

原材斜費

修鎗費

印刷製本費

総掛費

光勲水料費

賃借料

保険料

時鮒金

手数料

広報室伝費

租税公課

支払負担金

昏託費

揚首商品鰯卸高

館内販売仕入費

期末商品鋼卸高

象業費

経常受用計

附臨.周囲畠臨制帽

評価額益等It

当期経常槽減額

2睦常外織閣の節

(1)畠常外収益

①固定資産売却益

什鍵備品売却鋒

電路加入権売却益

申固定資産受贈益

設費有価証券受贈益

経常外収益計

(2)超常外費用

@固定資産売却領

什錯備品売却額

径路加入繍完却鍋

@回定資産減復傾失

役資有価箆券被筏領失

経常外費用計

当期経常外繍減額

他会計援響額

割引・術省剣-""徳島f盛岡'総額

醤人鋭、

当期一般涯味財盛期減額

ー般豆球財盛期首残高

ー般正味財産期末獲高

指定正味財産噌械の綴

当期指定正味財産噌減額

指定正味財産m首残高
指定E味英会盛期末残高

d 

ム
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科目

般正味財産糧援の郎

E経常増械の部
(1)経常収益

①事業収益

管翠受託事業収益

母雑収益

受取利息

錐収益

経常収益計

(2)経常費用

①管理費

役員報酬

絵斜

聡員手当

迫感給付費用

役員退聡慰労金

領利厚生費

臨時犠員賃金

会路費

旅費交通費

交際費

通償還鎚費

消粍什訟備品費

消耗品費

原材料費

修繕費

印刷製本費

燃料費

光伊水料費

賃借料

保険料

諸製貯金

手数料

広報宣伝費

程観公銀

支t己負担金
委総費

維受

経常費用計
野値観割問問腿同嗣

評価償益等併

当期経常滑減額

2 経官官外噌減の部

(1)経常外収益

①固定資産完却益

什霧備品売却益

電路加入植宛却益

申固定資産受贈益

投資有価値E券受贈益
経常外収益軒

(2)径紫外費用

①固定資産売却領

什器備品売却損

電話加入梅売却須

申固定資産減按損失

2愛資有価柾券減鍋損失

経常外費用計

当期経常外地減額

他会計複替額

抑制一間嗣叩

法入札住民税及び事業製

当期一般正味財産楢誠額

般E味財盛期首残高

ー般E味財産期末残高

E 指定E味財産鳩減の部
当期指定五味財産増減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期宋残高

ill;E味財産期末残高

平成26年度正味財産増減計算書(法人会計)
平成26年4月1日から平成27年3月31固まで

予 算 額 決算額 差異
当初予算額 補正予算額 8転用地減額 計(，J (b) (.)ー (b)

157，915，珊| 14，718，240 172，633，306 160，784，481 11，8咽，825

。 。 。 。

。 。 85 "'" 
157，915，066! 。 14，118，240 172，633，30日 160，784，566 1l，848，740 

4，423，000 4，423，000 4，084，200 338，800 

15，347，020 t::. 661.902 14，685，11日 14，685，ll自 。

14.249，140 L¥ 1，000，089 13.249，051 13，154，890 94，161 

794.690 794，690 126且279 6回，411

406，500 406，5凹 406，250 250 

5，239，000 105，467 5，344，467 5，344，1167 。

3，333，550 2，077，142 5，410，692 5.410，692 。

860.000 860，'開。 668，371 191，629 

5，373，000 d 520，618 4，852，382 2，938，835 1，913，547 
1凹，凹0 100，000 。 100，000 

2，029，910 2.029，910 1，542.466 487，444 

778，000 1，402，962 2，180，962 2，123，376 57，586 

5，577，950 5，577，950 4，783，247 794，703 

10，900 10，9{l0 3，868 7，032 

2，440，500 2，440，5ゆ0 1，888，545 551，955 
1，558，ωo 1，558，000 989，496 568，印4

415，300 415，300 161，271 254，029 

10，523，050 868，323 11.391，373 11，391，373 。

5，585，00。 d. 868，323 4，716，677 4.429，329 287，348 
761，回。 761，000 652，180 108，位。

101曲。 101，000 33，922 67，018 

16，483，000 d. 1，618，820 14，804，180 14，608，417 195，763 

1，511，000 d. 1，851，550 5，113，45日 5.113，450 。

22，531，000 22冒531，000 19，965，95Q 2，5地5，050

1，569，000 650，0凹 2，219，凹0 1，749，701 469，299 

66，1l6，600 16，201.648 82，318，248 82，318，248 。

50，000 50，000 。 50目000

194，227，110 。 14，118，240 208，945，350 I田，173.941 9，711，4(阻

d. 36，312，044 。 01 d. 36，312，044 d 38，389，375 2，077，331 
。 。 。 。

d. 36，312，044 。 。 d. 36，312，044 d 38，389.315 2，077，331 

。 。 。 。

。 。 。 。

。 。 。 。

。 。 。 。 。 。

。 。 。 。

。 。 。 。

。 。 。 。

。 。 。 。 。 。

。 。 。 。 。 。

36，312，044 36，312，044 38.389.315 d. 2，077，331 
。 。 。 。 。 。

。 。 。 。

。 。 。 。 。 。

。 。 1，134.000 d. 1，134，000 
。 。 。 。 1.134，000 d. 1，134，000 

。 。 。 。

。 。 。 。

。 。 。 。 。 。

。 。 。 。 1，134，000 d 1.134，000 
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(単位同}
前年度決算額 刻目 減

(0) (b) ー (c) I 

156，836，238 3，948，243 

。 。

12' "38 

156，836，361 3，9咽，205'

3白998，400 85，800 

14，878，869 '"田，751
13，720，578 6. 565，6随

3，109，646 企 2，983，367

406，250 。

5，4!田，833 D，. 155.366 

5.912，546 s. 501，854 

626，281 42，0守10

3，129，458 t::. 790，623; 
。 。l

1，461，228 81，2381 
527，650 1，595，726 

3，629，442 1，153，805 

24，245 d. 20，377 

2，104，534 d. 215，岨9
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平成26年度キャッシュ・フロー計算書
平成26年4月1日から平成27年3月31日まで

(単イ立:円)

科 目 当年度 前年度 増減

I事業活動によるキャッシュ・フロー

L 税引前当期一般正味財産増減額 8，958，357 21，393，304 ム12，434，947

2.キャッシュ・フローへの調整額

減価償却費 4，523，829 5，062，636 ム538，807

退職給付引当金の増減額 ム3，480，549 8，645，373 ム12，125，922

役員退職慰労引当金の増減額 1，625，000 1，625，000 。
未収金の増減額 ム11，542，855 907，674 6 12，450，529 

たな卸資産の増減額 320，755 504，118 6183，363 

買掛金の増減額 ム1，722，019 119，781 ム1，841，800

未払金の増減額 6，477，791 621，498，114 27，975，905 

未払消費税等の増減額 9，469，883 1，216，102 8，253，781 

その他の流動資産・負債の増減額 68，187，650 ム3，315，247 ム4，872，403

小計 6，442，542 14，660，627 68，218，085 

3.法人税等の支払額 68，518，900 /'，. 7，147，000 /':，. 1，371，900 

事業活動によるキャッシュ・フロー ム2，076，358 7，513，627 ム9，589，985

E投資活動によるキャッシュ・フロー

L 投資活動収入

固定資産売却収入 。 。 。
投資活動収入計 。 。 。

2.投資活動支出

固定資産取得支出 1，674，949 6 13，304，873 14，979，822 

投資活動支出計 1，674，949 ム13，304，873 14，979，822 

投資活動によるキャッシュ・フロー 1，674，949 ム13，304;873 14，979，822 

皿財務活動によるキャッシュ・フロー

L 財務活動収入

借入金収入 。 。 。
財務活動収入計 。 。 。

2.財務活動支出

借入金返済支出 。 。 。
財務活動支出計 。 。 。
財務活動によるキャッシュ・フロー 。 。 。

N現金及び現金同等物に係る換算差額 。 。 。
V現金及び現金同等物の増減額 ム401，409 ム5，791，246 5，389，837 

VI現金及び現金同等物の期首残高 320，401，651 326，192，897 65，791，246 

w現金及び現金同等物の期末残高 320，000，242 320，401，651 ム401，409
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財務諸表に対する注記

1.重要な会計方針

( 1 ) 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券並びに子会社株式及び関連会社株式以外の有価証券

時価のないもの・・・・・移動平均法による原価法によっている。

(2 ) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の評価基準及び評価方法は最終仕入原価法によっている。

(3 ) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産・・・・・定額法によっている。

(4) 引当金の計上基準

役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において

発生していると認められる額を計上している。

なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額を基礎として計算している。

(5 ) リース取引の処理方法

ファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が{昔主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(6 ) キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

資金の範囲には、現金及び現金同等物を含めている。

(7 ) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込み方式によっている。

2.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位:円)

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残両

基本財産

投資有価証券 49，000，000 。 。 49， 000， 000 
基本財産引当預金 100，000，000 。 。100，0仰叫

計 149，000，000 。 。149，000，000 
特定資産

退職給付引当資産 32，293，400 5，198，715 8，498，664 28，993，451 

役員退職慰労引当資産 18，655，000 1，625，000 。 20，280，000 
計 50，948，400 6，823，715 8，498，664 49，273，4511 

ぷ口〉、 計 199，948，400 6，823，715 8，498，664 198，273，4511 
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3.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位:円)

科 目 当期末残高
(うち指定正味財 (うち一般正味財 (うち負債に
産からの充当額) 産からの充当額) 対応する額)

基本財産

投資有価証券 49，000，000 (49，000，000) 

基本財産引当預金 100，000，000 (100，000，000) 

計 149，000，000 (149，000，000) 

特定資産

退職給付引当資産 28，993，451 (28，993，451) 

役員退職慰労引当資産 20，280，000 (20，280，000) 

計 49，273，451 (49，273，451) 

1'; 計 198，273，451 (149，000，000) (49，273，451) 

4.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

国定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単イ立:円)

科 目 取得価額 減価償却累計額 当期末残両
一、ー
什器備品 10，878，252 9，631，783 1，246，469 

什器備品 10， 776， 150 10， 776， 150 。l
什器備品 8，335，000 2，170，573 6，164，427 

什器備品 3，034，500 1，011，500 2，023，000 

電話加入権 1，512，000 1，512，000 

i口b‘ 計 34，535，902 23，590，006 10，945，896 

5. キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のとおりである。

(単位円)

前期末 当期末

現金預金勘定 370，401，651 現金預金勘定 370，000，242 

預入期間が3..月を超える定期預金 f:， 50， 000， 0∞ 預入期聞が3ヶ月を超える定期預金 f:， 50，∞0，0∞ 
現金及び現金同等物 320，401， 651 現金及び現金同等物 320，000，242 
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附属明細書

1. 基本財産及び特定資産の明細

(単位:円)

区分 資産の種類 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 期末帳簿価額

基本財産 有価証券 49，000，000 。 。 49，000，000 
定期預金(山口銀行本底) 100，000，000 。 。100， 000， 000 
基本財産計 149，000，000 。 。149，000，000 

特定資産 退職給付引当資産

退職給付引当資産 32，293，400 5， 198， 715 8，498，664 28，993，451 

普通預金(山口銀行本庖)

役員退職慰労引当資産 18，655，000 1，625，000 。 20，280，000 
普通預金(山口銀行本庖)

特定資産計 50，948，400 6，823，715 8，498，664 49，273，451 

2. 引当金の明細

(単位:円)

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

退職給付引当金 32，293，400 " -5， 198， 715 8，679，264 。 28，812，851 
役員退職慰労引当金 18，655，000 1，625，000 。 。 20，280，000 

」ー

26 



財産目録
平成27年間31日現在

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金額

(流動資産)

現金 手元保管 公益目的事業に供する運転資金 188，354 

手元保管 収益事業等に供する運転資金 186，562 

手元保管 法人管理に供する運転資金 171，142 

手元保管 施設観覧に係る徴収金として管理 2，498，150 

手元保管 錨設観覧に係る他施設との共通Hフト 23， 150 

販売に伴う預り金として管理

手元保管 収益事業等に係る売庖売上金 695，094 

手元保管 収益事業等に係る自動販売機等の 1，140，880 

売上金

手元保管 収益事業等に使用する釣銭準備金 27，645，144 

手元保管 賛助会員受取会費として管理 49，300 

普通預金 山口銀行本庖 公益目的事業に供する運転資金 109，988，646 

山口銀行本底 公益目的事業に供する運転資金 19，431，729 

山口銀行本底 収益事業等に供する運転資金 41，914，652 

山口銀行本府 法人管理に供する運転資金 15，861，774 

西中国信用金庫本庖 収益事業等に供する運転資金 100，186，7.02 

西中国信用金庫本庖 公益目的事業に供する運転資金 6，963 

郵便振替専用口座 附ゅうちょ銀行 公益目的事業に供する運転資金 12，000 

定期預金 西中国信用金庫本庖 収益事業等に供する資金として管理 50，000，000 

未収金 旅行会社等45先 施設観覧に係る未収金 11，875，928 

下関市 賛助会員受取会費の未収金 8，000 

下関rランド軒ル附 収益事業等に係るレストラン事業の営業 250，000 

管理費未収金

n.ード閥他4宇土 収益事業等に係る自動販売機等の 224， 792 

販売手数料未収金

国際航空写真岡 収益事業等に係る写真販売事業の 177，872 

営業管理費未収金

側社員教育研究所 研修受講料の返還金 122，040 

会計間流用 公益目的事業会計から法人会計へ 14，718，240 

の流用に伴う資金振替

他会計振替額 収益事業等会計から公益目的事業 1，189，905 

会計への振替金

他会計援磐額 収益事業等会計から法人会計への 38，389，375 

援替金

たな卸資産 写真7'9Yト印画紙 収益事業等の自動販売機等事業 230，741 

712・rト に使用

売庖商品 収益事業等の売底経営に使用する 451，053 

トヲ'/7'他 商品

涜動資産合計
一ー一一一--'-

437，638，188 
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貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金額

(固定資産)

基本財産 投資有価証券 株式 公益目的保有財産 49，000，000 

共同船舶閥 980株

定期預金 山口銀行本庖 公益目的保有財産 100，000，000 

特定資産 退職給付引当資産 普通預金 公益目的事業、収益事業等及び法人 28，993，451 

山口銀行本庖 管理の業務に従事する職員19名に対

する退職金の支払いに備えたもの

役員退駿慰労引当資産 普通預金 公益目的事業、収益事業等及び法人 20，280，000 

山口銀行本底 管理の業務に従事する常勤役員2名

に対する退職金の支払いに備えたも

の

(その他固定資産)

什器備品 売庖I階什器等 収益事業等の売庖経営に供する財産 1，246，469 

売唐I階posレシースト 収益事業等の売底経営に供する財産 。
売唐1階什器等 収益事業等の売庖経営に供する財産 6， 164，421 

紙幣許算機・硬貨包装機 収益事業等の売上金計算に供する 2，023，000 

財産

取得価額計 33，023，902円

減価償却累計額

623， 590， 006円

電話加入権 公益目的保有財産 226，800 

収益事業等及び法人管理の用に供 1，285，200 

する財産

固定資産合計 209，219，347 

資産合計 646， 857， 535 

(流動負債)

買掛金 鮒コトJヰ 収益事業等の売底経営及び自動販売 5，091，567 

機等事業に係る商品仕入

附長州ほがや 収益事業等の売l吉経営に係る商品 1，895，998 

仕入

山口商事側 収益事業等の売唐経営に係る商品 1，441，315 

仕入

炉ラ→繍 収益事業等の売庖経営に係る商品 1，424，240 

仕入

側サトーrヲンド 収益事業等の売底経営に係る商品 1，216，576 

仕入

開7ォサート 収益事業等の売庖経営に係る商品 1， 115，922 

仕入

小倉文具鮒他31先 収益事業等の売庖経営に係る商品 6，255，479 

仕入

未払金 社会保険料 公益目的事業、収益事業等及ひ浩人 3，362，384 

管理の業務に従事する役職員の社会

保険料

労働保険料 公益目的事業、収益事業等及び法人 213， 177 

管理の業務に従事する職員の労働保

険料

臨時職員 公益目的事業、収益事業等及び法人 4，351，564 

管理の業務に従事する職員の賃金
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貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金額

職員 収益事業等の業務に従事する職員の 180.600 

退職金

側BBDOJ W函T 公益目的事業及び法人管理の普及啓 39.419.196 

発に伴う企画展開連及び広報宣伝等

管理業務の未払分

太平ピ岬ーピλ附 公益目的事業及び法人管理の業務に 10.791.360 

使用する施設の設備管理及び運営に

伴う警備業務の未払分

ノム7T打開 公益目的事業の普及啓発に伴う展示 3. 189. 931 

設備の修理及び保守点検業務未払分

側シサフト 公益目的事業の生物飼育管理に伴う 2.556.090 

魚類海獣類用飼料購入の未払分

総合美装闘 公益目的事業、収益事業等及び法人 2.554.200 

管理の業務に使用する施設の清掃業

務の未払分

7ス'ピル附 公益目的事業及び法人管理の業務に 2.499.840 

使用する施設の管理に伴う中央監視

及び自動制御装置の保守点検業務の

未払分

バナソニ刊ES産機ノステム閥 公益目的事業及び法人管理の業務に 1.951.560 

使用する施設の設備管理に伴う吸収

式冷温水機・冷凍機の修理及び保守

点検業務の未収金分

セイコ化工機側 公益目的事業の生物飼育管理に伴う 1.669.680 

飼育水槽循環正ン7'トト修理の未払分

シー・エス・エンノ0=19ンr附 公益目的事業及び法人管理の業務に 1.663.200 

使用する施設の管理に伴う自家発電

設備(コー$f"x*レ寸ヨン設備)の修理及び
保守点検業務の未払分

側松岡 公益目的事業の生物飼育管理に伴う 1.576.368 

魚類海獣類用飼料購入の宋払分

附神戸製鋼所 公益目的事業及び法人管理の業務に 1.458.000 

使用する施設の管理に伴う海水熱源

回収型ス?9，-トト本・シ7・の保守点検業務

の未払分

「・ハ・yタ鮒 収益事業等の売底業務に伴う包装 1.457.676 

用資材の未払分

東芝エレピータ閥 公益目的事業及び法人管理の業務に 1. 439.856 

使用する施設の管理に伴う昇降機設

僚の保守点検業務未払分

怖j関清 公益目的事業の生物飼育管理に伴う 1.177.200 

飼育系排水槽汚泥の収集運搬業務の

未払分

三菱電機ピルテクノトピス鮒 公益目的事業の生物飼育管理に伴う 1.123.200 

空冷式アラインチト及び亜南極水槽外

気処理低温ヱ7コンの保守点検業務の

未払分

附]VCJ-けフド 公益目的事業の普及啓発に伴う7?7 1.009.800 

'/u-音響設備更新及び映像音響設備
の保守点検業務の未払分

福永商事側他72先 公益目的事業、収益事業等及び法人 15.946.675 

管理の業務に伴う諸経費等の未払分

下関市 収益事業等の売庖経営に伴う施設 764.013 

使用料

下関市 施設観覧に係る来収金のうち斡旋 1.578. 150 

手数料Eび事務手数料等の充当分

L-._ 
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貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金額

下関市 公益目的事業の指定管理料返還金 40，739，242 

下関市 法人会計の指定管理料返還金 11，848，825 

会計間流用 公益目的事業会計から法人会計へ 14，718，240 

の流用に伴う資金援替

他会計振替額 収益事業会計から公益目的事業会 1，189，905 

許への振替金 ' 

他会計振替額 収益事業会計から法人会計への振 38，389，375 

替金

来払法人税等 下関税務署 平成26年度法人税、住民税及び事業 1，567，900 

税確定額

未払消費税等 下関税務署 平成26年度消費税確定額で予定納付 13，917，218 

額を除く未払分

預り金 役職員 健康保険料 1，069，308 

役職員 厚生年金保険料 1，775，152 

職員 雇用保険料 37，184 

役職員、産業医、税理士、 源泉所得税 889，529 

評議員6名

役職員 住民税 537，800 

財)山口県国際総合 施設観覧に係る他施設との共通Tr.f 429，352 

t~ト他5先 販売に伴う預り金として管理

仮受金 手元保管 施設観覧に係る収受金 2，498，150 

旅行会社等44先 施設観覧に係る徴収額で未納付分 31，227，985 

流動負債合計 281，275，982 

(固定負債) ・ー

退職給付引当金 職員 公益目的事業、収益事業等及び法人 28，812，851 

管理の業務に従事する職員19名に対

する退職金の支払いに備えたもの

役員退騎慰労引当金 役員 公益目的事業、収益事業等及び法人 20，280，000 

管理の業務に従事する常勤役員2名

に対する退職金の支払いに備えたも

の

固定負債合計 49，092，851 

負債合計 330，368，833 

正味財産 316，488，702 
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監査報告書

公益財団法人 下関海洋科学アカデミー

理事長 中尾友昭殿

平成27年 5月 16日

監事寸 M え日ち

監事え来薗えさ

私たち監事は、平成26年4月 1日から平成27年3月 31日までの事業年度の

理事の職務の執行を監査いたしました。

その方法及び結果について、次のとおり報告いたします。

l 監査の方法及びその内容

各監事は、理事及び使用人等と意志疎通を図り、情報の収集及び監査の環境

の整備に努めるとともに、理事会その他重要な会議に出席し、理事及び使用人

等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重

要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。以上の方

法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及ひ、その附属明細書について検討い

たしました。さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業

年度に係る計算書類(貸借対照表及び正味財産増減計算書)及びその附属明細

書並びに財産目録について検討いたしました。

2 監査意見

(1)事業報告等の監査結果

①事業報告は、法令及ひ守定款に従い、法人の状況を正しく示しているものと

認めます。

②理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する

重大な事実は認められません。

(2)計算書類及びその附属明細書並びに財産目録の監査結果

計算書類及びその附属明細書並びに財産目録は、法人の財産及び損益の状況

を全ての重要な点において適正に示しているものと認めます。
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平成 27年度

事業計画書

平成27年 4月 1日から

平成28年 3月31日まで

公益財団法人下関海洋科学アカデミー





平成27年度事難十画書

平成27年 4月1日から平成28年3月31日まで

1. 事業方針

当財団は指定管理者として下関市より下関市立しものせき水族館「海響灘」の管官彊営事業を受託し、自然と

人との共存を実感できる観光・レクリェーション・学習施設として、地域社会への貢献に努めます。

環境、生態、生物多様性について教育的配慮のもと感動と楽しさを伴った展示活動により「市民が誇れる水

蹄宮、やさしい水族館」を目指します。

公益事業については、楽しく掌ぶスタイルでリピーター対策も考慮した内容で展示充実をはじめ水生生物に係る

教育普及活動を行いまTo将来の安定的な飼育展示維持を目指して展示動物の飼育下繁殖に努め、人工授精への取
り組みを推進じま1九展示コーナーの部分改修に向けた計画を立案いたします。話題性、パブリシティー効果のあ

るイベント、企画展等を開催し、多くの利用者の観覧に供するように努めると同時に、教育機関とのi藍携を密にし

た取り組みを強化し、学習施設としての機能を果たすべく計画実施して参ります。

野生生物の保護は、下関市立しものせき水搬官の佐会的な責務と捉え、海窟捕手l績をはじめとした野生生物の地

域保全センター的役割を担うよう努めます。

下関市立しものせき水族館は生涯学習施設であると同時に、関門ウォーターフロント地区の観光・レクリェーシ

ョン事業の中核的拠点として位置づけられており、当財団はその運営において周辺観光地域と連携を深め、積極的

な観光客誘致活動を展開し、年間637，200人以上の対障の樹専を目指じます。また、サポーターズクラブ会員数

の略保を目指して参りま士一

収益事業については、ミュージアムショップ、レストラ〉等の運営を実施いたしま七運営にあたっては、贈官

者のニーズを踏まえ、より魅力的な商品の選定と開発、サービスの提供に努め、その事業収益をもって広範な公益

事業の財源といたします。

この他、更なる発展を目指してリニューアル基本構想の策定に努めます。

2. 事業内容

(1)下関市海洋環境体験施設の設置等に関する条例第5条及び第11条に規定する業務

下関市立しものせき水族館の管理運営に関する基本協定ならびに地方自治法施行令第158条第l項の規

定による下関市立しものせき水族館使用料徴収事務委託契約に基づき、業務を歯Tする。

(2)水生生物に関する調査研究及び普及啓発

①飼育生物の繁殖を推進し、特に生脚色な知見の乏しい種について調査芳院を実施する。

②瀬戸内海西方海域スナメリ協議会の活動に積極的に参加し、山口県、福岡県、大分県にわたる海域

のスナメリを中心とじた沿岸綴額の調査及びスナメロの繁殖に関する研究を実宿する。

③その他紙類の調査・研究ならびに座礁、混獲鉱額等への対応と調査を実指する。

④ホエールボランティアの活動として、ストランディングデータベースの充実化を継続する。

⑤下関周辺でのウミガメの出現や産卵情報を収集し、調査等を通じて保護啓発を図る。

一@一周防玄島組に群生堂15=-おc.T..!Z:!t区三の生息域処保全活動金進;v_;る。一一一一 一一一一

⑦奄美大島周辺海域にてアマミホシゾラフグのE陪嘆や生息環境調査等を実臆する。
③チロ国立サンチアゴ・メトロポリタシ弘、国付属動物園のフンボルトペンギンプロジェクトに協力す

る。
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⑨出前講座、観察会等館内外での祉会教育活動を継続し、必要な調査等も実施する。

⑮解説ボ‘ランティアの育成に努め、自主的な学習キ解説技法の開発等を支援する。

⑫公式ホームページを通じて普及啓発を図るとともに、館の活動をPRするツールとして活用する。

(砂水生生物の収集、飼育及び展示

① 生物収集は、自家採集並びに直接購入、自家輸送を積極的に実癒する。

② アンコウやマンボウについて山口県下での収集・替養を図る。

③ ベンギユ頓の新たな血統導入についての収集調査を継続し、またエンリッチメントに配慮した飼育

環境の整備に努めてアクティブなペンギンの行動展示等、展示の充実を図る。

飼育生物とりわけイルカ類・ペンギL類の人工繁殖技術獲得を推進する。

フグ目魚類は 100種常設展示を継続し、展示コレクションとして世界随ーを維持しながら新たな

展示種の導入を積極的に図るとともに、飼育繁殖への取り組みを充実させる。

エホンアワサンゴやクラゲ苦韓、府胞鼓物伝病育を推進し展示の充実に努める。

地域情報を収集し、話題性のある生物展示を実指する。

飼育生物の健康管理を強化し、健全な環境作りや繁殖に向けたデータ蓄積を図る。

見やすくわかりやすい展示を行い、展示意図を明確に伝える。

展示種特有の暮らし方位き樹'を紹介する。

参加型展示、体験型学習の発展に努める。

アクアシアターのプレゼンテーションは新たなピヘイヒアの創作を目指す他、展示Yフトを開発

する。

「夜の水族館Jは単なる時間延長でなく、昼と異なった企画として実掘する。

@ 

⑤ 

⑥

⑦

③

⑨

⑩

⑪

⑫

 

(4)広報宣伝、観沈客誘致、その他観光・レクpェーション事業の振興に関する事業

①樹Tエ}ジェント等への企直提案

②近隣観光施設との提携、協同観客誘致、協同パンフレyトの作成

③広報宣伝事業

i.エージェント等への訪問セーノレスやダイレクトメー;Vjき付

註.テレピ・ラジオ広告

溢.タウン誌 f青報誌広告

Iv.広告塔による広告

v.パス側面広告及。瀦線パス車内放送による広報宣伝

札地域協賛広告

Vll.観光宣伝隊による誘致活動

vm.ホームページによる広告

⑬ 

(5)飴E資源の開発及U観光事業関係団体等との連携

①周辺超蛾の齢団設およひ潮流促進団体とのi藍携、調整、情報交換

②下関の特色ある水産物に関する知識の普及と啓蒙
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(6)下関市立しものせき水族館の事業に関連する収益事業

① ミュージアムショップの運営と新商品の開発

② レストランの運営寄苦

(7)その他

①公益個法人日本動物園水族館協会の事業に関連する活動

1.全国及びブロックの各種会議、研修会等に参加し、情報の交換及()tliJ晩成果を発表する。

i その他必要な砂曜会等に参加し、技術の向上を図る。

② 国内外の水族館等とのi藍携

i.国内は勿論のこと、釜山水捗讃や香港オ」シャンノそーク、チリ国立サンチアゴ・メトロポリタ

ン公園H寸属動物園等海外の動物園・水騨官や研安強関等との交流等を通じ、職員の研究意欲を

高め、人材育成に努める。

i 他水族館等との展示生物及び飼育技術の交換を図る。

③大学、研安磯関、学会等との連携と技術、情報の収集

i.国内外の大栄研究機関、学会等との連携、情報交換技術交流を図る。

i 共同研究や研究協力を通じて逮携を強化し、生物朝情報の収集に努める。

温.独封T政法人水産大学校との連携を維持し、オ」プンラボを発展させる。
IV.ペンギン会議日本セトロジー研究会等、実績ある活

動グノトプとの連携を強化し、飼育展示に反映させるよう取り組む。

④下関市立市民病院との連携をとり、ドルフィンセラピーの実施に協力する。

3 



科目

I 般主味対産増減の部

1.経常増減の部

(1)経常収益

①基本財産運用益

基本財産受取利息

②受取会費

賛助会員受取会費

③事業収益

管理受託事業収益

館内販売事業収益

レストラン事業収益

写真販売事業収益

自動販売機等事業収益

@受取補助金等

受取民間補助金

@雑収益

受取手IJ息

雑収益

経常収益計

(2)経常費用

①事業費

役員報酬

給料

職員手当

退職給付費用

福利厚生費

臨時職員賃金

会議費

旅費交通費

通信運搬費

減価償却費

消耗什器備品費

消耗品費

水族購入費

展示資料購入費

飼料購入費

原材料費

修繕費

印刷製本費

燃料費

光熱水料費

賃借料

保険料

諾樹金

手数料

広報宣伝費

租税公課

支払負担金

委託費

期首商品棚卸高

館内販売仕入費

期末商品棚卸高

雑費

平成27年度正味財産増減予算書
平成27年4月1日から平成28年3月31日まで

当年度 前年度

80.000 80.000 

23.000.000 23.000.000 

912.551.000 891.360.000 

251.954.000 283.020.000 

3.000.000 3.0QO.000 

2.464.000 1.827.000 

21.320.000 27.752.000 

6.904.000 。
。 。

4.846.000 5.355.000 

1.226.119.000 1.235.394.000 

11.280.000 11，2自0.000

101.239.050 107.218.980 

83.009.080 84.202;860 

6.119.020 6.687.810 

33.473.280 34.634.000 

54.286.950 53.745.450 

240.000 240.000 

5.897.000 4.849.000 

1.618.200 1.581.090 

2.794.094 4.523.829 

9.440.000 5.457.000 

32.586.350 36;301.050 

5.017.000 4.117.000 

197.000 202.000 

28.278.000 30.711.000 

610.150 610.100 

22.878.300 22.836.500 

6.658.000 6.295.000 

1.573.700 1.434.700 

206.179.850 204.322.950 

15.736.650 16.394.000 

1.258.000 1.317.000 。 。
1.481.000 1.250.000 。 。
7.028.000 13.167.000 

952.000 952.000 

212.318.050 185.601，400 

2.230.493 2.230.493 

164;210.000 187.234.000 

" 2.230.493 " 2.230.493 

100.000 60.000 
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(単位円)

増減

。
。

21.191.000 

ム31.066.000。
637.000 

" 6.432.0叩

6.904.000 

。
" 509.000 

" 9.275.000 

。
" 5.979.930 

" 1.193.780 

" 568.790 

ム1.160.720
541.500 。
1.048.000 

37.110 

" 1.729.735 

3.983.000 

" 3.714.700 

900.000 

" 5.000 

ム2.433.000
50 

41.800 

363.000 

139.000 

1，856.900 

" 657.350 

" 59.000 。
231.000 。

" 6.139.000 。
26.716.650 。
" 23.024.000 。
40.000 



役員報酬

給料

職員手当

科目

退職給付費用

福利厚生費

臨時職員賃金

会議費

旅費交通費

交際費

通信運搬費

減価償却費

消耗什器備品費

消耗品費

原材料費

修繕費

印刷製本費

燃料費

光熱水料費

賃借料

保険料

諸謝金

手数料

広報宣伝費

租税公課

支払負担金

委託費

雑費

経常費用計

評価損益等調整前当期経常増減額

評価損益等計

当期経常増減額

2 経常外増減の部

(1)経常外収益

①固定資産売却益

什器備品売却益

電話加入権売却益

②固定資産受贈益

投資有価証券受贈益

経常外収益計

(2)経常外費用

①固定資産売却損

f十器備品売却損

電話加入権売却唄

@固定資産減損損失

投資有価註券減損損失

経常外費用計

当期経常外増減額

他会計振替額

税引前当期一般正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

当期一般正味財産構減額

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

E 指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

当年度

5 

。。

前年度

4.423.000 

15.347.020 

14.249.140 

1.201.190 

5.239.000 

16.483.000 

7.571.000 

22.531.000 

1.569.000 

66.116.600 

50.000 

。。

増減

15.000 

6.135.000 

ム1.533.000 

ム628.000

609.000 

ム717.650

。。
。



科目

1.経常増減の部

(1)経常収益

@基本財産運用益

基本財産受取利息

②受取会費

費助会員受取会費

@事業収益

管理受託事業収益

館内販売事業収益

レストラン事業収益

写真販売事業収益

自動販売機等事業収益

@受取補助金等

受取民間補助金

⑤雑収益

受取手'J息
雑収益

経常収益軒

(2)経常費用

①事業費

役員報酬

給料

職員手当

退職給付費用

福利厚生費

臨時職員賃金

会議費

旅費交通費

通信運搬費

減価償却費

消耗什器備品費

消耗品費

水族購入費

展示資料購入費

飼料購入費

原材料費

修繕費

印刷製本費

燃料費

光熱水料費

賃借料

保険料

諾謝金

手数料

広報宣伝費

租税公課

支払負担金

委託費

期首商品棚卸高

館内販売仕入費

期末筒品棚卸高

正味財産噌減予算書内訳表
平成27年4月1日から平成28年3月31日まで

法人会計

-6-
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科目

管理費

役員報酬

給料

職員手当

退職給付費用

福利厚生費

臨時職員賃金

会議費

旅費交通費

交際費

通信運搬費

減価償却費

消耗什器備品費

消耗品費

原材料費

修繕費

印刷製本費

燃料費

光熱水料費

賃借料

保険料

諾謝金

手数料

広報宣伝費

租税公課

支払負担金

委託費

雑費

経常費用計

評価鍋益等調整前当期経常槽減額

評価損益等計

当期経常増減額

2 経常外培減の部

(1)経常外収益

①固定資産売却益

什器備品売却益

電話加入権売却益

@固定資産受贈益

投資有価証券受贈益

経常外収益計

(2)経常外費用

①固定資産売却損

什器備品売却損

電話加入植売却損

②固定資産減損損失

投資有価在券減損損失

経常外費用計

当期経常外増減額

他会計振替額

IMI前当期般豆味JlI重噌蹴額

法人税、住民税及び事業税

当期一般正味財産増減額

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

E 指定正味財産増減沼部

当期指定正味財産培減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

円)

内部取引消去 合計
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科目

①基本財産運用益

基本財産畳取利息

@畳取会費

質助会員畳取会費

@事提収益

管理畳配事業収益

@畳取補助金等

呈取民間補助金

@雑収益

畳取利息

雑収益

韮常収益軒

白)経常費用

①事業費

役員報酬

給料

職員手当

退職結付費用

福利車生費

臨時暗員賃金

会議費

旅費交通費

通信運梅費

酷価償却費

消耗什器備品費

消耗品費

水線購入費

展示資料購入後

画料購入費

車材料費

修繕費

印刷製本資

燃料費

光害事水料費

賃借料

保証険料
諾酎金

手数料

広報宣伝費

程税公課

支払負担金

委託費

期首商品祖師商

館内匝売仕入費

潮来商品御卸高

雑費

経常費用計
標値観益等調霊前当m援常創価鯵領
評価損益等針

(1)軽常外収益
①固定資産売却益

什録備品売却益

電話加入纏売却益

②固定質草受贈益

控置有価医券畳聞韮

量常外収益酔

(2)経鍛外費用

①固定賢産売却損

什鐸備品売却噛

電話加入植売却損

@固定量産揖舗損失

控置有価在券融債損失

経常外費用軒

当期経常外増減額

他会貯揺替額
製号I前当期一般墨味財産制関根額

法人説、住民税及び事業現

当期一般正味財軍縮瞳額

一般正除隊産調国首残高

一般E味酎穫期末夜高

E 指定E味財産省悼の節
当期指定正味財産堵揖額

指定正味財産期首残高

指定E味財産期末残高

墜塑盟主一一一

正味財産増減予算書(公益目的事業会計)
平成27年4月1臼から平成担年3JHi日まで

当年鹿 前年度 溜瞳

-8-
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科目

①事業収益

館内販売事業収益

レストラン事業収益

写真販売事業収益

自動販売揖等事業収益

@雑収益

畳取利息

雑収益

程常収益許
(2)程常費用

①事業費

役員報酬

結料

職員手当

追時給付費用

錨利厚生費

臨時職員賃金

会鞍費

蹄費交通費

通信運揖費

融価償却費
消耗什器備品費

補耗品費

原材料費

修措費

印刷製本費

膿料費

光熱水料費

賃借料
保膿料

酷酎金

字数斜

広報宣伝費

翠税公臨

支払負担金

委託費

期首商品祖師高

館内販売仕入費

期末商品棚卸高

雑費

経常費用計

(日経常外収益

①固定資産売却益

行器備品宛却益

電臣加入籍売却益

@掴定置産量輯益

投資有個証券畳贈益

程常外収益計
(2)経常外費用

①固定賢産売却損

什器備品売却損

電話加入権売却損

@固定貴重酷額損失

投賢有価箆券揖揖損失

超常外資用計

当期経常外噌減額

他会針復讐額

製引前当鋼ー鍛'"陵"'"槽減額

法人組、住民現Eび事業説
当期一般正時財産省揖額

一般正味財産期首残高

一般E味財産期衆輯商

E 指定正味財産噌揖の部
当期指定正味財産構檀額

指定正味財産期首癌禽

指定正味財産期末揖高

正味財産増減予算書(収益事業等会計)
平成田年4月1日から平成2s年3月"日まで

当年産 前年度 ま留酷
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科目

1経常治悼の部

(1)経常収益

①事業収益

管理呈配事業収益

②雑収益

畳取利息

提唱盤

経常収益計
(2)経常費用
①管理費

役員報酬

結軒
職員手当

退職給付費用

福利厚生受

臨時様員質金

会瞳費

蹄費交通費

交際費

;m情運搬費
揖恒償却費

捕輯什器備品愛

情耗品安

車材割安

修措費
印劇製本費

鵬料費

光酔水料費

賃借料

保障料

賭甜金
手数料
広線宣缶費

租税公理
支払負担金

告書配費

韓望号

韮常費用計
野傍観益等原"前掲蹴居常噌械領

評価損益等僻

{日経常外収益
①固定置産担却益

行量備品売却益

電暗加入植売却益

@固定資産量贈益

投資有恒証券畳間華

経常外収益僻
(2)経常外費用

①回定量産売却損

什器備品売却損

電暗加入権売却損

②固定置産融揖損失

設費有価笹券揖額損失

経常外受用許
当期経常外増融額

他会計握箸額
袋署l前当期ー魁出様樹盈噌被領

桂人説、住民税及び事業税
当期一般正味財庖噌瞳額

一般正時財産期首揖高

一般宜味財産期末残高

E 指定E味財産地棋の師
当期指定正味財謹噌帽額

指定E味財盛期首残高
指定正味財産期来残高

正味財産増減予算書(法人会計)
平成:27年i4月laから平成"年3}Ul日まで

当年度 前年産 t街措
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自平成 27 年 4 月 1 日

至平成 28 年 3 月 31 日

資金調達及び設備投資の見込みについて

(1) 資金調達の見込みについて

当期中における借入れの予定の有無を記載し、借入れ予定がある場合は、その借入れ先等を記載

してください。

借入れの予定 口 あ り 図 な し

事業
借入先 金額 使途

番号

-， 

(2) 設備投資の見込みについて

」

当期中における重要な設備投資(除却又は売却を含む。)の有無を記載し、設備投資の予定がある

場合は、その内容等を記載してください。

設備投資の予定 口 あ り 図 な し

事業
設備投資の内容 支出又は収入の予定額 又は資取金得調資達金方の法使途

番号

11 


